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V結 びに代えて

1は じめに

米 国 が 提 唱 す る 拡 散 防 止 構 想(ProliferationSecurityInitiative;以 下,

「PSI」)(1>は,国 家 並 び に非 国家 主 体 へ の大 量 破 壊 兵 器(WeaponsofMass

(1)PresidentGeorgeW.Bush,RemarkstothePeopleofPoland(May

31,2003),availableat〈http://www.whitehouse.gov/news/releases//
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Destruction;以 下,「WMD」)及 びそ の 関 連 物 質 の拡 散 を 阻止 す るた めの

国 際 的 な協 力 枠 組 み で あ る。 現 在PSIに は91力 国 が 参 加 して お り(2),日 本

は15力 国 の コ ア ・グル ー プ(3)の一一員 と して 多 くの 海 上 阻 止 訓 練 に参 加 又 は

これ らを主催 し,さ らに非参加国に対する参加の働きかけ(ア ウ トリーチ

活 動)を 行 う な ど こ の構 想 に対 す る積 極 的 な コ ミ ッ トメ ン トを 示 して き

た(4>。

世界の約半数の諸国がPSIへ 参加するに至 った背景には,米 国が進める

いわゆる 「対テロ戦争」の一環 として,国 家及び非国家主体へのWMDの

拡散が国際的な安全保障に対する脅威とな りつつあることが国際社会にお

いて 少な くとも賛同を表明 している諸国については 明確に認識さ

れている事実が存在するように思われる。

PSIは 米国を柱とする有志連合的な活動(5)であり,明 確な法的基盤を有

＼2003/05/20030531-3.html>.SeealsoU.S.Dep'tofState,ThePro-

1iferationSecurityInitiative(2004),availableat〈http://usinfo.state。

gov/products/pubs/proliferation/proliferation.pdf>.PSIへ と つ な が る

国 際 的 な行 動 計 画 と して,2002年6月 の カ ナ ナ ス キ ス ・サ ミッ トの 折 に打 ち立

て られ た 「G8グ ロ ーバ ル ・パ ー トナ ー シ ップ」 が,WMDの テ ロ リス トへ の

拡 散 を 防 止 す る た め の諸 原 則 を 定 あ て い た が,実 際 の 取 り組 み と して はG8

並 び に賛 同国 が 資 金 を拠 出 し,旧 ソ連 諸 国(特 に ロ シア)と 協 力 事 業 を 行 う こ

と に主 眼 が 置 か れ て い た よ うで あ る。TheG8GlobalPartnershipAgainst

theSpreadofWeaponsandMaterialsofMassDestruction,June

2002,availableat<http://www.g8.gc.ca/2002Kananaskis/kananaskis/

globpart-en.asp>.

(2)2008年5月28日 に ワ シ ン トン で 開 催 さ れ たPSI5周 年 記 念 会 合 にお い て 新

規 参 加 国 を 含 め て合 計91力 国 が参 加 して い る 旨 の報 告 が あ った。 外 務 省 ウ ェ ブ

サ イ ト 〈http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fukaku _j/psi/〉 参 照 。

(3)コ ア ・グル ー プ は 日本,米 国,イ ギ リス,イ タ リア,オ ラ ンダ,オ ー ス トラ

リア,フ ラ ンス,ド イ ツ,ス ペ イ ン,ポ ー ラ ン ド,ポ ル トガ ル,シ ンガ ポー ル,

カナ ダ,ノ ル ウ ェー,ロ シ ア の15力 国 で構 成 され,PSIの 発 展 に中 心 的 な 役 割

を 果 た して いた が 当 初 の 目的 を 果 た した と して2005年 に廃 止 され て い る。

(4)こ の 点 につ き詳 し くは 外 務 省 ウ ェ ブサ イ ト(註(2))参 照 の こ と。

(5)山 本 吉 宣 教 授 は有 志 連 合 を 次 の よ うに 定 義 す る。 「あ る特 定 の 具 体 的 な 課 題/
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する国際組織ではない。PSIに 関 してはすでに多 くの論稿の中で国際法上

の問題について考察が加え られてきた。例えばMichaelByersは,PSIが

既存の国際法の枠内に収まっている点を強調 し,米 国を多国間の枠組みの

中につなぎとめてお く意義 も含め,そ れへの支持を表明している(6)。確か

に,PSIは 一国の単独行動に基づかない集団的な枠組みであり,後 に見る

ようにその行動原則を示 した文書は既存の国際法の遵守をうたっている。

しか しなが ら,PSIに よる国際法体系,と りわけ海洋法秩序に与える影響

に懸念を示す論調 も多いことも見逃すことのできない事実である(7)。それ

は,PSIの 行動原則及び対象となる行為や物品の範囲に意図的であるか否

かは別として,一 部不明瞭な部分が存在 していること,有 志連合である

PSI自 体の位置づけが国際法上不明確であること,そ してその有志連合は

国際法上の包括的定義が未だ確立をみていないテロリズムに対する戦いの

一環 として構築されていること,と いった諸点が原因であるように思われ

る。PSIと 国際法の一般的な関係は依然として不明確であるといわざるを

＼(タ ス ク)に 対 処 す る た め に,そ れ に賛 同 し(意 志 を もち),能 力 を もつ 国 々が

参 加 す る(ア ドホ ック な)連 合 で あ り,課 題 が解 決 す れ ば解 散 す る,と い う性

格 を も った もの で あ る」。 山本 吉 宣 『「帝 国」 の 国 際政 治 学 冷戦 後 の 国 際 シ

ステ ム と ア メ リカ」(東 信 堂,2006年)322-33頁 。 本 稿 で は 基 本 的 に この 定 義 に

従 って 有 志 連 合 の 語 を 用 い る こ と にす る。

(6)MichaelByers,PolicingtheHighSeas:TheProliferationSecurity

Initiative,98AM.J.INT'LL.526(2004).

(7)PSIの 下 で 予 定 され て い る行 動 の 範 囲 と性 質 が 依 然 と して 不 明 確 で あ り,と

り わ け そ れ が 提 唱 さ れ た 背 景 に 対 テ ロ 戦 争 の 一・環 と し て の 「拡 散 対 抗

(counterproliferation)」 が存 在 して い る と い う問 題 点 を指 摘 して い る論 稿 と

して次 の ものを参 照。DanielH.Joyner,TheProliferationSecurityInitiative:

Nonproliferation,Counterproliferation,andInternationalLaw,30YALEJ.

INT'LL.507(2005).な お,PSIと 国 際 法 規 範 の 関 係 につ き以 下 の 論 稿 も参

照 の こ と。 坂 元 茂 樹 「PSI(拡 散 防止 構 想)と 国 際法 」 「ジ ュ リス ト」1279号,

2004年,52-62頁,田 中祐 美 子 「テ ロ リズ ム の 国 際 規 制 にお け る海 洋 の 役 割 と機

能9.11事 件 に よ る対 テ ロ政 策 の 変 化 と海 上 規 制 」 栗 林 忠 男,秋 山 昌廣 編 著

『海 の 国 際 秩 序 と海 洋 政 策 』(東 信 堂,2006年)123-54頁 。
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え な い。

本稿は,あ らためてPSIの 制度的背景及び規定内容の観点か ら国際法規

則や国家行動への波及効果の可能性について検討を加えることにより,そ

れが大国にとって有利な 「覇権的国際法」の一端を担いうることを,い わ

ゆ る 国 際法 の細 分 化(fragmentation)論 を 交 え つ つ 試 論 的 に考 察 す る も

の で あ る*。

*以 下 の各章で考察 を進 めてい く上 で本稿 の表題 に もあ る 「国際法秩序」の概

念規定 を示す ことが肝要 であろ う。 国際法秩序 とは何か?こ の間 に答え る

ため には国際社会の存在論/認 識論,国 際社会特有 の社 会秩 序 と法秩序の関係

に関す る形而上並 びに経験科学 的考察 が不可欠 であ り,も とよ り筆者の能力の

限界を超え る。 しか しなが ら,本 稿 の問題意識 において この間は重要な地位を

占めているの も確かであり,従 って ごく簡潔 にこの点について触 れておきたい。

一般 に,規 則的 あるいは類型 的な行動 が所与 の社会 において生 成 し,そ れが

集積す ることによって次第 に制度や秩序(社 会秩序)が 形成 され るといえ る。そ

うして生 まれ た社会秩序 の一部 が典型 的には政治 が提供 す る推進 力に より,一

定の経路を辿 って法規則 とされる。 こ うした個 別具体 的な法 規則の全体が一定

程度 の実効性 と体系性 を有す るとき,わ れわれ はそれ を法 秩序 と呼ぶ であ ろ

う。それ ゆえ,法 秩序(お よびそれを取 り巻 く社会秩序)の 実体 と性質はその

時代の社会原理 と政治的状況 を反映 せざるをえない。統一 的な立法機関が存在

しな い国際社会 において は特 にこの側面 が顕著 とな る。 すなわ ち,国 際(法)

秩序 は所与 の権力構造 に影響 を受 け,一 定程度 それを反 映す るのであ り,ま た

それ によって 当該秩序 は実効性 を獲得 し,行 為者 の行動 を枠 付 ける。国際法が

国際秩序の主要 な構成要素 であることは疑 いないが,国 際秩 序にはそれ にとど

ま らな い よ り広範 な意 味 内容 が伴 うの も確 か であ ろ う。See,e.g.,ALFRED

VANSTADEN,BETWEENTHERULEOFPOWERANDTHEPOWER

OFRULE:INSEARCHOFANEFFECTIVEWORLDORDER(Martinus

Nijhoff2007).従 って国際法 の世界 では秩 序維持過程 の一部 に無秩序 を不可

避的 に内包せ ざるを得 ないと もいえる。 しか しいずれにせよ,そ の秩序の根底

には何 らか の共通利益意識,原 則,価 値 が存在 し,そ の(法)秩 序を支えてい

る。そ う した中,多 国間主義 は国家 の単独意思 や二 国間の共 同意 思よ りも高い

正当性 を持 って そう した共通利益,原 則,価 値 に接 近するチ ャンネル として国

家間 レベルで作用す る。覇権 国の単独行動主義 的政 策 と多国間主 義の関係の考

察は,従 って,国 際社会 の(法)秩 序維持 の態様 について有意義 な視点を提供

す るように思われ る。 なお,米 国の覇権 が国際法 の諸原 則に与え る影響 につい

て は 次 の 文 献 を 参 照 の こ と。UNITEDSTATESHEGEMONYANDTHE/
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皿PSIの 性質決定

1.「 対テロ措置」と してのPSI

冷戦終結以降,WMD(そ の運搬手段,関 連技術等を含む)の 拡散問題

が国際社会の重大な懸念材料として登場 してきた。もっとも,WMDの 拡

散に関す る条約は冷戦 中か らも存在 してお り,例 えば核拡散防止条約

(NPT),包 括的核実験禁止条約(CTBT;未 発効),化 学兵器禁止条約,生

物兵器禁止条約といった多数国間条約により軍縮/軍 備管理の国際法が一

定程度の成果を収めてきた。中でもNPTはIAEAに よる査察制度とも相

侯 って核不拡散について大 きな役割を果た してきたといえる。WMDの

運搬手段については化学兵器禁止条約や生物兵器禁止条約がその保有等を

禁止 している。だが通常兵器の運搬手段に関する条約規定は存在 していな

いのが現状である。

その他,従 来のWMD拡 散の防止対策として,例 えばミサイル技術に関

しては 「ミサイル技術管理 レジーム(MTCR)」 や 「弾道弾 ミサイルの拡

散に対処するためのハーグ行動規範(HCOC)」,原 子力関連技術に関 して

は 「ザ ンガー委員会(ZAC)」 や 「原理力供給グループ(NSG)」,生 物 ・

化学兵器関連技術に関 しては 「オース トラリア・グループ(AG)」 といっ

た輸出規制 ・輸出管理 レジームが存在 している(8)。しかし,こ れらは正式

＼FOUNDATIONSOFINTERNATIONALLAW(MichaelByers&Georg

Nolteeds.,CambridgeUniv.Press,2003).

以 上 の 理 解 を 前 提 に,本 稿 に お い て は と りあ えず 国 際法 秩 序 を,「 国 際 秩 序 に

包 摂 され つ つ も それ に影 響 を与 え る よ うな,主 に 国 家 間 に適 用 され る一 定 の 実

効 性 と体 系 性 を 伴 っ た一 群 の規 範 や原 則 と して 国 際 社会 に お い て 認 識 され て い

る もの 」 と して 措 定 す る こ と にす る。 そ の妥 当性 に つ い て は 今 後 の 研 究 の 中 で

徐 々 に検 討 して い くと い うこ と で ひ と ま ず読 者 及 び研 究 者 諸 兄 の ご寛 恕 を 請 い

た い。
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な国際組織ではな く,単 なる協議の場ないしは拘束力のない紳士協定と称

すべきものであった。

2001年 の米国同時多発テロは,米 国のみな らず国際社会全体にテロリズ

ムの防止と処罰について強 く意識させるきっかけとなった。以来,米 国は

一連の国家戦略に基づいて 「対テロ戦争」を遂行 している。そこにおいて

重大な脅威として浮上 してきたのがテロリス トによるWMD及 びその関

連技術の獲得であった。

米国 は2002年9月 に発表 した国家安全保 障戦略(NationalSecurity

Strategy:以 下,「NSS」)(9)の 中で,テ ロに対する戦いとWMDの 不拡散

への取 り組みを国際社会に宣言するとともに,テ ロリス トがWMDを 獲

得する危険性を指摘 している。同年12月 に発表された 「WMDと 戦う国家

戦略」(以 下,「対WMD国 家戦略」)(1①は,NSSの 中に盛 り込まれていた

「拡散対抗」,「不拡散」,「攻撃を受けた場合の処置」について,さ らに具

体的な政策や取 り組みとしてまとめている。

従来のWMD関 連条約及び拡散防止 レジームは,前 者については条約

の非締約国に対する規律の問題,後 者についてはそれが法的拘束力を有す

る国際合意ではない点で限界があった。さらに両者に共通す る問題 とし

て,従 来の条約制度及 び輸出規制 ・輸出管理 レジームはWMD又 はその

運搬手段等の輸送過程における執行を主眼とするものではなかった点が挙

げられる。2002年12月 に発生 したソサン号事件ql)は,こ うした不備及びテ

(8)こ れ ら の 輸 出 管 理 レ ジ ー ム の 概 要 に つ い て は,浅 田 正 彦 編 『兵 器 の 拡 散 防 止

と 輸 出 管 理 制 度 と 実 践 」(有 信 堂,2004年)に 詳 し い 。

(9)TheNationalSecurityStrategyoftheUnitedStatesofAmerica,

Sep.2002,availableat〈http://www.whitehouse.gov/nsc/nss.html>.

(10)NationalStrategytoCombatWeaponsofMassDestruction,

availableat〈http://www.whitehouse.gov/news/releases/2002/12/WMD

Strategy.pdf>.

(ll)2002年12月,イ エ メ ン沖(ア デ ン湾)を 航 行 中 の 貨 物 船 ソ サ ン 号(北 朝 鮮 籍)/
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ロ リス トへ のWMD拡 散 問題 を 米 国 に強 く認 識 させ た。 つ ま りPSIが 提

唱 され た背 景 に は大 量 破 壊 兵 器 の 拡 散 と テ ロの 増 大 と い う二 つ の 脅 威 が 結

びつ くこ と に よ って 更 な る脅 威 が も た らされ る との 強 固 な 認 識 が 存 在 して

い た と いえ る⑫。

こ う して2003年5月,ブ ッ シ ュ大 統 領 は ポ ー ラ ン ド訪 問 中 にPSIを 発 表

した。WMDの 拡 散 に 対 処 す るた め の 手 段 は,条 約 締 結 や 輸 出管 理 を 中心

と した 「不 拡 散(non-proliferation)」 に加 え て,軍 事 的 な 手 段 を用 い る

こ と に よ る防 護(protection)や 阻止(interdiction)を 目指 す 「拡 散 対 抗

(counter-proliferation)」 も含 め る形 で徐 々 に 発 展 して き た(③が,PSIは

WMDの 拡 散 とテ ロ リズ ム の 結 合 を 「阻止 」 す る こ と に力 点 を 置 いた 取 り

組 み で あ る と いえ る。 同年9月 に開 催 され た第3回 パ リ会 合 で は,PSIの

目的 を確 認 し拡 散 阻止 に 向 けた 原 則 を定 め た 「拡 散 阻止 原 則 宣 言(State-

mentofInterdictionPrinciples)」 が発 表 され た⑭。

同宣 言 に よ る とPSIの 目的 は 「国 内法 上 の権 限,国 際 法,国 連 安 保 理 を

含 む 国 際 的 枠 組 み に従 って,拡 散 懸 念 国 及 び非 国 家 主 体 か らの,並 び にそ

＼ が スペ イ ン艦 船 に よ る威 嚇 射 撃 の後,臨 検 ・捜 索 を受 け た(ソ サ ン号 は 国 旗 を

掲 げて お らず,船 名 が 塗 りつ ぶ され て い た こ とか ら無 国 籍 船 舶 とみ な され た)。

そ の 結 果,船 内か ら北 朝 鮮 製 の ス カ ッ ド ・ミサ イ ル が発 見 され た 。 も っ と も,

そ れ ら は北 朝 鮮 と イエ メ ン間 の適 法 な契 約 に基 づ き買 主 で あ るイ エ メ ン政 府 へ

運 搬 され る途 中で あ り,そ の こ と 自体 は 国 際法 上 の違 反 行 為 で な か った た あ 船

舶 は釈 放 され た。 しか しな が ら この事 件 はWMDの 運 搬 手 段 の拡 散 が 現 実 に

生 じて い るこ とを 国際 社会 に印 象付 け る結 果 とな った。坂 元 「前 掲 論文 」(註(7))

52頁 。seealsoThomShanker,ThreatsandResponses:ArmsSmuggling;

ScudMissilesFoundonShipofNorthKorea,N.Y.TIMES,Dec.11,2002,

atAl.

(12)西 田 充 「拡 散 に 対 す る 安 全 保 障 構 想(PSI)」 『外 務 省 調 査 月 報 」 第1号

(2007年)33頁 。

⑬ 「同 上 論 文 」35-36頁 。

(14)ProliferationSecurityInitiative,StatementofInterdictionPrinci-

ples(September23,2003),availableatくhttp://usinfo.state.gov/products/

pubs/proliferation/#statements.
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れ らへの大量破壊兵器(WMD),そ の運搬手段及び関連物質の移転若 しく

は輸送を阻止するため,よ り組織的かつ効果的な基礎を構築する」ことで

ある。そのために,同 宣言は 「国際の平和と安全に対するかかる脅威を懸

念するすべての国に対 し,同 様の阻止原則を遵守する」ことを呼びかけて

いる。

同宣言は拡散懸念国又は非国家主体を定義 した上で,拡 散阻止に向けた

情報交換,国 内法及び国際法の強化をうたっている⑮。執行活動について

は,参 加各国は 「国内法において許容される範囲で,か つ国際法及び国際

的枠組みの下での国家の義務に合致する範囲で,WMD,そ の運搬手段及

び関連物質の貨物に対する阻止行動を支援するために具体的な行動をと

る」としている⑯。その 「具体的な行動」 としては,拡 散懸念国又は非国

家主体が関わる輸送への関与禁止,自 国籍船舶への立入検査,他 国による

自国籍船舶への立入検査,他 国籍船舶及び航空機への立入検査,疑 わ しい

航空機の自国領空における飛行禁止,な どが挙げられている。

つまり,こ の原則宣言により描き出されたように,PSIは 拡散懸念国な

いしはテロリス トを含む非国家主体に関する情報を共有/交 換 し,独 自に

又は他国と共同でWMD(そ の運搬手段や関連物質 も含む)の 拡散を防 ぐ

ための協力枠組みである。そしてその行動は上記のように参加各国の強化

された国内法及び既存の国際法の枠組みに従って行われることが想定され

ている。その限 りにおいて,PSIに 基づ く活動が国際法上問題になるとは

考えにくいだろう。

(15)具 体的 にどの国家又 は非政府主体 が阻止対象 となるか とい う点について は同

宣言で はPSI参 加 諸国が決定す る とされてい るだ けで認定手続 は定 め られて

いな い。PSIの 柔軟性 と機 動 性を確 保す るため に意 図的 に曖 昧 さを残 した と

も考え られ る。西 田 「前掲論文」(註 ⑫)41頁 。

(16)「関連物資」の定義は同宣言 中には見 られない。2004年 の安保理決議1540が 定

義を示 して いるものの,関 連物資の範囲がかな り広 くな る恐れがあ る。
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ただ し,原 則宣言は国際的枠組みに従って行動することを原則としつつ

も,「関連する国際法及び国際的枠組みを適切な方法で強化」することもう

たっている。 こうして,テ ロに対する戦いの文脈の中に位置づけられる

PSI及 びその基本原則と具体的行動を定める原則宣言は,既 存の国際法を

超えてWMDの 拡散に関する新たな法と制度形成を指向する性質を内在

させている点に留意する必要がある。PSIは 既存の国際法の変革も視野に

入れていると見るべきであろう。

2.「 集団化された一方的行為」と してのPSI

PSIの 特徴は,そ れが国際組織 として設立されたわけではない点であ

る。PSIは,そ の趣旨に賛同する諸国が集まってWMDの 拡散阻止のため

に協力する多国間の協力体制であるが,設 立条約を有さないという意味で

は国際組織として位置づけることができない。 したがって,そ れは一国の

政策構想を起点として誕生 した,法 的な基盤を持たない 「緩やかな国際制

度」とでも呼ぶべきものである。だが,そ れは 「緩やかな国際制度」であ

ると同時に目的と価値を共有する諸国にのみ開かれている 「有志連合的な

集合体」である。そしてその有志連合が既存の国際法の変革を国際社会全

体に対 して(暗 黙のうちに)働 きかけているとすれば,そ れは一部の諸国

に牽引される 「集団化された一一方的行為」あるいは 「一方的な国際措置」

として位置づけることが可能であるように思われる。

一一方的行為⑰は,外 的環境及びその他の社会的な条件が変化 しつつある

⑰ 国 際 法 委 員 会 が 行 っ た一 方 的行 為 の法 的拘 束 力 に 関 す る法 典 化 の 試 み にお い

て,基 本 的 に考 察 の 対 象 とな る一 方 的 行 為 は 「一 方 的 宣 言 」 に特 化 され て い た 。

SeeOfficialRecordsoftheGeneralAssembly,Fifty-eighthSession,

SupplementNo.10(A/58/10),Recommendation1(2003).本 稿 は一 方 的

行 為 に よ る法 形 成 に まつ わ る諸 問題 を検 討 す る た め,一 方 的 宣 言 の み な らず,

国 内法 制 定 や 国 家 当局 に よ る執 行 管 轄 権 の行 使 等 も広 くそ の 範 疇 に含 め る こ と/
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法の変動期にとられることが多い。直線基線や排他的経済水域制度の形成

にみ られるように,一 方的行為のいくつかは反対国の存在にも関わ らず,

当初の例外又は違法状況が最終的に国際社会における一般的妥当性を獲得

することによって新たな法の形成へと結びつ く可能性を内包 している。さ

らに一方的行為は,そ れが集団化することによって一定の国際性を身に纏

う場合があるG8)。国際法上,多 国間主義が正当性付与の重要なメルクマー

ルであるとすれば,一 国による単独行動よりも,何 らかの国際的な枠組み

＼とした い。一方的行為 に関す る一般 的な議論 については差 し当た り以下の文献

を参照。 山本草二 「一方的国内措置の国際法形成機能」『上智法学論集」第33巻

2,3号(1990年)47-86頁,中 谷和 弘 「言葉 による一方的行為の国際法上の評

価(一)」 『国家学会雑誌」第105巻1・2号(1992年)1-61頁,同 「言葉 によ

る一方的行為の国際法上の評価(二)」 同106巻3・4号(1993年)243-298頁,

同 「言葉 による一方的行為の国際法上の評価(三 ・完)」 同111巻1・2号(1998

年)1-59頁,村 瀬信也 「国家管轄権の一方的行使 と対抗力」『国家管轄権(山

本草二先生古希記念)」(勤 草書房,1998年)61-82頁,村 上太郎 「「他者規律的」

一方的行為の国際法上の対抗力」『一橋論叢」第124巻 第1号(2000年)103-20

頁,竹 内真理 「国際法 における一方 的行為 の法 的評価 の再検討(一)」 『法学論

叢」第150巻 第6号(2002年)65-84頁,同 「国際法 にお ける一方的行為の法的

評価の再検討(二)」 「法学論叢」第151巻 第4号(2002年)95-111頁 。

(18)地 域的な漁業管理機関又 は取 り決 あに参加 していない非締 約国の船舶の当該

漁業水域 における漁業 を禁止す る国連公海漁業実施 協定 の第8条4項 は,公 海

漁業 自由の原則 やpactatertiis原 則か ら逸脱 している点で,(海 洋)国 際法の

新たな方向性を 目指 して いる。 かつ て筆者 は別稿 において これを一方的な国際

措置(集 団的措置)と 位置づ けた。拙稿 「海洋環境及 び漁業 資源保護のための

一方的行為 カナ ダによる海洋管轄権拡大行為を素材 として」『近大法学」第

53巻 第3・4号(2006年)383-412頁 。国連海洋法条約の新海底制度(第11部)

に不満 を有す る先進諸国 が1980年 代初頭 に一方 的な国内法制 定を通 して誕生 さ

せ た一 連の互恵 的 レジーム もここに含 める ことができ ると思 われ る。ROBIN

CHURCHILL&VAUGHANLOWE,THELAWOFTHESEA106(3ded.

1999),at232-33.周 知 の通 り,第11部 は1994年 に採択 された実施協定 により

実質的な変更が加え られ る結果 とな った。 もっとも,以 上 の点については いわ

ゆ る 「有志連合方式」の国際法上 の評価 の問題 とも合わせ,そ の 「集 団性」(「国

際性」)と 「一方的行為性」(単 独性)に 関 して具体 的事例 の検討 に よるさらな

る類型化 と理論化が求め られ る。今後の課題 とした い。
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に基づ く集団的な一一方的措置の方により多 く正当性獲得の契機が存在する

といえるだろう。

PSIは 設立条約を有さない 「緩やかな国際制度」であると同時に,積 極

的な 「阻止」を主眼とした有志連合的な集合体である。 さらにPSIは 既存

の国際法の変革を指向 しており,ま た,そ のための"牙"を 隠 し持ってい

ることか ら集団化された一方的行為 として位置づけられるように思われ

る。仮にPSIを 以上のような形で性質決定 した場合,「有志連合=集 団化

された一一方的行為」としての性格を有する制度形成の試みと,(i)海 上にお

ける執行措置に関する現行国際法との調整問題,(ii)現代国際法の基底的価

値である主権平等原則とともに位置づけられてきた多国間主義との一般的

な関係がそれぞれ問われることになろう。以下,章 を改めてこれらの点に

ついて順に検討 していきたい。

皿 海上における執行措置との関係

PSIは とりわけ海上 における臨検活動に主眼を置いていることから,そ

の実施形態いかんによっては国連海洋法条約の規定と衝突する可能性があ

る。特に領海における沿岸国管轄権の行使と公海における旗国主義との関

係が問題となる。

1.領 海における執行活動の可能性

国連海洋法条約第17条 は領海における無害通航権を規定 している。同条

約第19条1項 は無害性の一般 的意味として,「通航は,沿 岸国の平和,秩 序

又は安全を害 しない限 り,無 害とされる。無害通航は,こ の条約及び国際

法の他の規則に従って行わなければな らない」と規定 し,つ づ く第2項 に

おいて無害ではないとされる12の行為を列挙 している。そ して沿岸国は船
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舶の通航が無害である限 りそれを妨害 してはな らないとされる(第24条)。

ところで,第19条2項 が列挙する無害でない行為にはWMDあ るいはそ

の運搬手段,関 連物質 に関する行為は含 まれていない。従 って仮 にPSI参

加国が,自 国領海内において他国の被疑船舶に対 し,そ の旗国の同意な し

に執行管轄権を行使するな らば,そ の行為は無害通航権の侵害とな り国連

海洋法条約に違反することになろう。

ただし解釈によってはそうした執行活動が許容される余地がないわけで

もない。そのことは①19条2項 の規定趣旨,②19条1項 と2項 の関係,③

19条1項 の規定 内容,の 三つの観点から考察が可能であるように思われ

る。まず,19条2項 に列挙された行為が 「限定列挙」であるのか,そ れと

も 「例示列挙」であるのかという点が問題になる。もしそこで示されてい

るリス トが第19条1項 にいう 「平和,秩 序又は安全」を害する行為の例示

的な類型であるな らば,例 えばWMDの 運搬を沿岸国の 「平和,秩 序又は

安全」を害する行為として臨検の対象とすることも可能となるように思わ

れる。それが網羅的な限定列挙であるな らば,そ うした沿岸国による執行

活動は条約上認められないことになる。この点,1989年 に米国とソ連(当

時)が 締結した「無害通航権に関する国際法規則の統一解釈」⑲の第3項 は,

第19条2項 の リス トが網羅的(exhaustive)で ある つまり限定列挙で

あると とみな していた。従ってその場合には第19条2項 が列挙する活

動に従事 していない限 り当該船舶については無害性が推定 されるのであ

り,沿 岸国は無害通航を妨害 してはな らないことになる。こうした米ソの

解釈はその後諸国によって広 く採用され,そ の結果慣習国際法にな りつつ

あるとの主張も存在する(20)。この立場をとる場合には第19条2項 を例示列

(19)UniformInterpretationofRulesofInternationalLawGoverning

InnocentPassage,Sep.23,1989,reproducedin281.L.M.1444(1989).

(20)ROBINCHURCHILL&VAUGHANLOWE,supranote18,at86-87.
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挙とみなすことによる執行管轄権行使の道は閉ざされることになる。ただ

し,そ れが限定列挙である場合でも,無 害性の認定についての沿岸国の規

制権能は広範であることが指摘 されている(2t)。次に,19条1項 と2項 を切

り離 して解釈することが可能となる場合には,沿 岸国による執行活動の許

容範囲が広がる可能性がある。すなわち,た とえ第19条2項 の リス トが網

羅的である場合で も,同 項にある 「行為(activities)」 との文言からそれ

は行為態様による規制に関する限定列挙であって,そ の結果,19条1項 を

船舶の行為態様に捉われない一般 的な規定とみなすことができ,よ って船

舶の積荷による区別が可能となるとの考え方である。例えば,杉 原教授は

第1項 と第2項 の関係について次のように述べ,第1項 が独自の機能を有

することを認める。

「解釈論としては,第2項 は船舶の外形的な活動 ・行動による無害性を

明 らかにしたにとどまり,第1項 に含まれるその他の基準内容には言及 し

ていないとみるべきであろう。そう解することによって第1項 の存在理由

が理解されることになる。 したがって,第2項 のいずれの活動にも従事 し

ない場合でも,第1項 によりなお無害性が否定される可能性が残ることに

なる。」四

そうすると,例 えばWMD関 連物質を積載 した船舶の通航を禁止する

国内法上の根拠が存在する場合には,い わゆる船種別規制(通 航目的や積

荷による規制も含む)へ の道が開かれることになろう。

もっとも,こ うした沿岸国による管轄権の行使にも当然限界が設けられ

るべきである。1958年 の領海条約では,第14条4項 が一般的かつ抽象的な

規定内容であったことか ら,船 種別規制が行為態様別規制 と並び認めら

⑳ 山 本 草 二 『国 際 法(新 版)』(有 斐 閣,1995年)369頁 。SeealsoROBIN

CHURCHILL&VAUGHANLOWE,supranote18,at85-86.

(22)杉 原 高 嶺 『国 際 法 学 講 義 」(有 斐 閣,2008年)303-4頁 。 な お この 点 につ いて

は,山 本 『前 掲 書 」370頁 も参 照 。
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れ,ま た,「沿岸国の平和,秩 序又は安全」 についての認定権,つ まり無

害性の判断が沿岸国に留保されていた㈱。国連海洋法条約第19条1項 は,

領海条約第14条4項 をそのまま導入 したものであるが,そ の背後には第三

次国連海洋法会議における先進諸国と開発途上諸国との間における自由航

行の利益 と沿岸国管轄権の対立が存在 していた(2N。新条約において第19条

2項 が新たに設けられたのは沿岸国の裁量の幅を狭めることが目的であっ

たのであり㈱,上 記 した解釈は自由航行の利益に大きな否定的影響を与え

ることにな りかねない。無害通航制度が 「公海 自由の原則のコロラリー」(26)

であり,沿 岸国によって与えられる礼譲又は恩恵ではない⑳ことを考慮に

入れつつ,通 航船舶と沿岸国利害の微妙なバランスの下で,無 害でない通

航を防止するための 「必要な措置」(国 連海洋法条約第25条)を とること

が求められることになろう。最後に,第19条1項 の第2文 は,「無害通航

は,こ の条約及び国際法の他の規則に従って行わなければな らない」と規

定 している。「国際法の他の規則に従 って」との表現に着 目すると,第2項

の存在如何に関わ らず,何 らかの行為が無害通航の基準を超えるという国

際法上の規則が新たに誕生 した場合には,沿 岸国による停船命令,立 入検

査,掌 捕,貨 物の押収が可能となると読むことも出来な くはない。特に対

テロ措置を定める安保理決議が具体的内容を伴って採択されるような場合

には,こ の規定の解釈が問題となる可能性が存在する。

国連海洋法条約に内在する動態的性格㈱とも合わせると,WMD又 はそ

の運搬手段や関連物質を積載する他国籍船舶を取 り締まる国際法上の権利

(23)水 上 千 之 『海 洋 法 展 開 と現 在 』(有 信 堂,2005年)67頁 。

⑳ 『同 上 書 』65-67頁 。

㈲ROBINCHURCHILL&VAUGHANLOWE,supranote18,at85.

(26)杉 原 『前 掲 書 』(註(Z2))303頁 。

⑳ 水 上 『前 掲 書 』(註(23))66頁 。

(28)こ の 点 につ いて は,拙 稿 「北 西 航 路 の 国 際法 上 の地 位 氷結 区 域 と国 際 海

峡 制 度 の 交 錯 」 『近 大 法 学 』 第54巻4号(2007年)229-32頁 を 参 照 の こ と。
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義務が,関 連条項の解釈を通 して又はそれを許容する国際法規則の成立を

主張することによって,特 定の沿岸国により主張されることも考えられ

る。その場合には,領 海を通航中のWMD又 はその運搬手段や関連物質

を積載する他国籍船舶が接合説(79)に基づき沿岸国による臨検 ・掌捕の対象

となることが予想される。

2.公 海における執行活動の可能性

公海における管轄権行使は原則として旗国主義による(EEZに おける航

行利用も公海における諸規則が適用される:国 連海洋法条約第58条1項)

ものの,海 賊行為,奴 隷取引,無 許可放送,無 国籍船舶,国 旗の濫用等に

ついての合理的な疑いが存在する場合には海上警察権の行使(臨 検等)が

一一定の他国籍船舶に対 して認められている(同 第110条) 。

ここでもWMDの 運搬等は規定 されておらず,従 って国連海洋法条約

上,公 海における執行活動は旗国によるそれに依存することになる。もっ

とも近年,麻 薬⑳,移 民⑳,漁 業資源保護勧の分野において個別の多数国間

(29)接 合説 は通航 の無害性 の認定 を沿岸 国法令 の遵守 と結 びつけ る立場であ る。

この点,無 害通航の阻止 につ いては もっぱ ら国家 の重要 利益 の侵害の有無を基

準 と し,沿 岸国法令遵守の如何 とは区別す る立場(分 離説)も 有力であ る。

(3① 「麻薬及 び向精神薬 の不正取 引の防止 に関する国際連合条約」(1988年 採択,

1988年 発効)。 同条約 の第17条 は海上 における不正 取引防止 のための締 約国間

相互の乗船及 び捜索 につ いて規定 している。 なお,米 国は相 互の乗船及び捜索

権を定め る二国間条約を南米 ・中米やカ リブ海諸国 と別途締結 して いる。

⑳ 「国際的 な組織犯罪 の防止 に関す る国際連合条約 を補 足す る陸路,海 路及 び

空路 によ り移民を密入国 させ ることの防止 に関す る議定書」(国際組織犯罪防止

条約密入国議定書)(2000年 採択,未 発効)。 同議定書第8条 は 「海 路 により移

民を密入国 させ ることを防止す る措置」 について,締 約 国間相互 にお ける乗船

及 び捜索 に関 して規定 して いる。

(32)「分布範囲が排他的経済水域の内外 に存在す る魚類資源(ス トラ ドリング魚類

資源)及 び高度 回遊性魚類資源 の保存及 び管理 に関す る1982年12月10日 の海洋

法 に関す る国際連合条約の規定の実施のための協定」(国 連公海漁業実施協定)/
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条約が締結され,公 海における執行管轄権が拡充される傾向にある点は注

目してよいであろう。公海におけるWMDの 輸送を,旗 国主義を修正す

る形で定める多数国間条約が成立すれば,そ の当事国間において 場合

によっては非締約国も射程に入れつつ 積極的な海上警察活動が実現す

る可能性もある。

この点,1988年 の海洋航行不法行為防止条約(以 下,「SUA条 約」㈱の改

正作業が,2005年 にSUA条 約改正議定書Gのの採択 という形で決着 した。

この改正作業は同時多発テロ直後の2001年11月 に国際海事機関(IMO)総

会において採択された,SUA条 約を含むIMO関 係条約の見直 しを求める

決議に端を発する点でPSIと 少なからず接点を有するといえよう㈹。その

結 果,従 来 の シー ジ ャ ッ ク とい った テ ロ行 為 に加 え,WMD及 び その 関 連

＼(1995年 採 択,2001年 発 効)。 同協 定 第8条4項 は,地 域 的 な 漁 業 管 理 機 関 又 は

枠 組 み に 同意 した国 のみ が 当該 公 海 漁 業 資 源 を 利用 で き る と定 め て い る。 同 協

定 成 立 の 背 景 及 び本 協 定 の 国 際 法 上 の 意 義 につ いて,拙 稿 「前 掲 論 文 」(註 ⑱)

401-6頁 を 参 照 。

(33)海 洋 航 行 の安 全 に対 す る不 法 な行 為 の 防止 に 関 す る条 約(1992年 効 力 発 生,

日本 は1998年 批 准)。 同 条 約 は,パ レス チ ナ 解 放戦 線(PLF)の 構 成 員 が 公 海 上

で 客 船 を 乗 っ取 り乗 客1名 を 作 害 した1985年 の アキ レ ・ラ ウ ロ号 事 件 を 契 機 に,

海 上 テ ロの 防 止 と処 罰 に向 けた 国 際 協 力 の た め に国 際 海 事 機 関(IMO)に お い

て 作 成 され た 。 『国 際 関 係 法 辞 典(第2版)」 三 省 堂,2005年(「 ア キ レ ・ラ ウ ロ

号 事 件 」 の 項 参 照(坂 本 一 也 執 筆))。 な お,2000年10月 に は,イ エ メ ンに 給 油

の た め に停 泊 中 の米 国 駆 逐 艦 コ ー ル号 が海 上 自爆 テ ロに よ って 大 き な 人 的 ・物

的 被 害 を 被 っ た コ ー ル 号 事 件 が 発 生 して い る。JohnF.Burns&Steven

LeeMyers,TheWarshipExplosion:TheOverviewBlastKillsSailorson

U.S.ShipinYemen,N.Y.TIMES,Oct.13,2000,atA1.

鋤ProtocolstotheUNConventionfortheSuppressionofUnlawful

ActsAgainsttheSafetyofMaritimeNavigation:Commentsonthe

ProtectionsAffordedtotheShippingIndustry,availableat<http://

www.state.gov/t/isn/trty/81727.htm>.

㈲ 西 田 「前 掲 論 文 」(註 ⑫)57頁 。 改正 議定 書 の前 文 に 「国 連 安 全 保 障 理 事 会 決

議1540を 想 起 し」 と の文 言 が 見 られ る こ と か ら もPSIを 含 む一 連 の対 テ ロ政

策 の 強 化 との 関 連 性 が 認 め られ る。
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物質の輸送も条約の規制対象に含まれることになった(改 正議定書第3条

2項)。 そ して,新 たに公海上の外国船舶に対する臨検についての規定が

設けられた(改 正議定書第8条 の2)。 もっとも,停 船や捜査のためには

「合理的な疑い」 と旗国による 「授権」を要するとされており(改 正議定

書第8条 の2の5),そ の意味では依然として旗国主義を前提 としている

といえる(36)。しか しなが ら,改 正議定書 による規制対象行為の拡大 は

SUA条 約およびそれを生み出 したIMOが,PSIと の接点を意識的に模索

していることを示 しているように思われる。実際,SUA条 約は公海 にお

ける他国籍船舶(た だ し,旗 国は同条約の締約国である必要がある)に よ

る行為も規律の射程に含めている点でPSIを 補強する働きを有するGの。こ

の ようにSUA条 約 とPSIの 間にはある種の補 完関係 が存在す る㈱。

SUA条 約が改正されたことによりWMD及 びその関連物質の輸送や輸送

行為への加担が犯罪化されたことはPSIを 含むWMD不 拡散体制にとっ

て大きな意義を有 している(39)。対テロ政策の強化が海洋における執行管轄

権に新たな転換をもたらしつつあるといえよう。

また,米 国は2004年2月 にはリベ リアとω,同 年5月 にはパナマ(41)と相

(36)SUA条 約 第9条 は,「 この 条 約 の い か な る規 定 も,自 国 を 旗 国 と しな い 船 舶

内 にお いて 捜 査 又 は取 締 りの た め の裁 判 権 を行 使 す る各 国 の 権 限 に関 す る国 際

法 の 規 則 に影 響 を及 ぼす もの で は な い」 と定 あ,船 舶 に 対 す る裁 判 権(原 文 で

はjurisdiction)に つ い て の旗 国 主 義 を確 認 して い る。

⑳ 西[H「 前 掲 論 文 」(註(12))58頁 。

(38)「 同 上 論 文 」57-60頁 。

(39)「 同 上 論 文 」57頁 。

(40)AgreementBetweentheGovernmentoftheUnitedStatesof

AmericaandtheGovernmentoftheRepublicofLiberiaConcerning

CooperationToSuppresstheProliferationofWeaponsofMass

Destruction,TheirDeliverySystems,andRelatedMaterialsBySea,

Feb.11,2004,availableat〈http://www.state.gov/t/isn/trty/32403.htm>.

(41)AmendmenttotheSupplementaryArrangementBetweenthe

GovernmentoftheUnitedStatesofAmericaandtheGovernment/
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互臨検を定める二国間条約を締結 した。他にもマーシャル諸島,ク ロアチ

ア,キ プロス,ベ リーズといった諸国と同種の条約を積極的に締結するこ

とによって,相 互臨検の網の 目を構築 しつつある働。これ らの条約は公海

やEEZに おいて被疑船舶の船籍が一一方の当事国のものである場合又は無

国籍船舶である場合には,臨 検,掌 捕,乗 員の起訴等といった執行管轄権

を相互に認めている。 リベ リアとの条約では,相 手国官憲か ら国籍の照会

を受けた場合 には2時 間以内に回答することを定めており(第4条3項

(b)),2時 間以内に回答が無かった場合には,要 請国は被疑船舶に乗船 し,

捜索することが認められる(同 条3項(d))。 米国がりベ リア及びパナマと

相互臨検条約を締結 したことは,便 宜置籍船の効果によって多 くの船舶が

米国による海上管轄権行使の潜在的な対象になることを意味する。

SUA条 約改正議定書については,そ の実施及び履行 にかかわるコン ト

ロール機関が存在 していないことに加え,対 象品目の特定がなされていな

いため一方的な海上規制の余地を条約の中に残 して しまい,規 制が国際社

会の混乱をもたらすことになる可能性が指摘されている㈲。また,強 制力

のある安保理決議が採択された場合には,そ れに基づいてPSI強 制のため

の領海への一一方的な執行管轄権の質的拡大措置がとられたり,公 海上での

普遍的な海上警察権が発動されたりする可能性も否定できないだろう。

PSIへ の参加国が増加すれば,世 界中の海における監視機能が強化 さ

＼oftheRepublicofPanamatotheArrangementBetweenthe

GovernmentoftheUnitedStatesofAmericaandtheGovernment

ofPanamaforSupportandAssistancefromtheUnitedStates

CoastGuardfortheNationalMaritimeServiceoftheMinistryof

GovernmentandJustice,May12,2004,availableat〈http://www.state.

gov/t/isn/trty/32858.htm>.

(42」 山 崎 元 泰 「大 量 破 壊 兵 器 不 拡 散 体 制 の 間 隙 とPSIの 意 義 阻 止 体 制 の 重

層 化 に 向 け て 」 『早 稲 田 政 治 経 済 学 雑 誌 」365号(2006年)52-53頁 。

⑬ 田 中 「前 掲 論 文 」(註(7))148-49頁 。
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れ,緩 やかな協力体制が,二 国間条約の集積及び上記のような波及効果と

も相侯って新たな公海秩序の形成へと帰着することも考えられる。こうし

た 「緩やかな協力体制」が,将 来的に多数国間条約を成立させる可能性を

全 く排除 してないとはいえ,安 保理決議,一 一方的な海上警察権の発動,国

内法の制定,二 国間条約のネ ットワークを通 して次第に浸透 していく過程

は国際法秩序全体にいかなる影響を与えるであろうか。こうした観点か

ら,改 めてPSIが 拠って立つ背景について多国間主義との関係を軸に検討

してみたい。

IV多 国間主義 との関係

1.覇 権的国際法に基づく秩序化

(1)国 際社会における二元論的階層秩序の登場

米国のブッシュ大統領は2001年9月20日 の演説幽において次のような表

現を用い対テロ戦争の開始を国際社会に宣言 した。

「自 由 の 敵(enemiesoffreedom)が 戦 争 行 為(anactofwar)を お

こ な っ た 。」

「あ らゆ る地 域 の あ ら ゆ る 人 民 は今 や 決 定 を しな け れ ば な らな い。

我 々の 側 につ くか,テ ロ リス トの 側 につ くか,で あ る。」

これ らの表現は二つの意味で象徴的であるように思われる。第一に,非

幽AddresstoaJointSessionofCongressandtheAmericanPeople,

availableat<http://www.whitehouse.gov/news/releases/2001/09/print/

20010920-8。html>.
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国家主体による攻撃が戦争行為として認識されうることを明 らかにしたこ

とにより,自 衛権の発動要件が,依 然として否定的な見解が多いとはいえ

事項的及び時間的に緩和されるきっかけを築いたことである。これはテロ

リス トを匿う国,WMDを 開発 してテロリス トに渡す恐れのある国に対す

る先制的自衛(preemptiveself-defense)又 は予防的自衛(preventiveself-

defense)の 主張へとつながってい くことになる。そして第二 に,国 際社会

が 「敵」と 「味方」という二元論的秩序へと移行 し,さ らにそこに善悪に

よって規定される階層的秩序がもたらされたことにより,国 際的な法の形

成と執行に関する多国間主義の修正をもたらしつつあるという点である㈲。

このような善悪二分論による国際社会の階層化の具体的内容は,平 和と

民主主義が確立された 「文明国」は善の世界であり,秩 序が崩壊 し,独 裁

政権が支配 し,文 明国に敵対的な 「野蛮国」は悪の世界であるということ

である。そして悪の世界として位置づけられる諸国はテロリズムの温床で

あり,こ うした国に対 して,あ るいはそこに潜伏 し,そ こを拠点として活

動するテロリス ト集団に対 してWMDを 渡 してはならないという主張が

導かれることになる。その脅威は切迫 しており,従 来の条約体制では十分

な阻止を実現することができないため,テ ロリズムに対抗する有志が自発

的に協力 し,状 況に応 じて柔軟に対処する必要があるPSIの 発動はま

㈹ メア リー ・カル ドー も次 のよ うに述べ て新 たな二 元論 的秩 序の到来を指摘 し

て いる。「ブ ッシュ政権 に とって,ニ ュー ヨー クや ワシ ン トンに対す る攻撃は

冷戦期の黒 白二分モデル に回帰 し,『内部』 と 『外部」のあ いだの境界を引 きな

お し,新 たな 『他者 」を識別 す る好機 であ るようにみえ た。」 メア リー ・カル

ドー(山 本武彦他訳)『 グローバ ル市民社会論:戦 争 へのひ とつの回答」(法 政

大学 出版局,2007年)214頁 。冷戦時代 と対テ ロ戦争時代の二分論の差異 は,前

者が主権国家間 の同盟 を機軸 とす る領域 的に可視化 された ブロック間の対立で

あったの に対 し,後 者 は原則 と して領域 を超越 した非国家主 体のネ ッ トワー ク

とい う 「非領域的な外部」との 「対立」であ る点 に存す るといえ るだ ろう。 もっ

とも,対 テ ロ戦争遂行上 はテ ロ リス ト支援国家の同定を通 した,「敵」の積極的

な可視化が行われ ることにな る。
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さにこうした文脈の中に位置づけられるといえる。

また,善 悪二分論に基づ く世界観は懲罰的な武力行使も導き出す。一・方

的な武力行使の発動要件を,「武力攻撃の発生」から 「テロ攻撃の脅威」,

「テロ支援国家の存在」,「WMDの 取得」といった基準も含める形で緩和す

ると,一 一国が他国を攻撃する口実が大幅に増えることになる㈲。

「文 明国」基 準 を満 た さな い限 り 「ヨー ロ ッパ公 法(,juspublicum

europaeuin)」の世界への参加を認めない態度は,古 典的国際法時代の大国

に対 して介入と支配の格好の口実を与えていた。今日,同 じような現象が

見 られる。つまり,世 界を,個 人の権利と民主主義が繁栄する平和な世界

と,国 家秩序の崩壊,独 裁政権による広範な人権侵害によって特徴付けら

れる無法地帯に区分する考え方である㈲。この思考様式は,国 家承認の追

加的条件として民主主義,法 の支配,人 権の尊重といった事項が加えられ

る近年の現象とも無縁ではないだろう(48)。

(46)AllenS.Weiner,TheUseofForceandContemporarySecurityThreats:

OldMedicineノ ∂rNewIlls?,59STAN.L.REV.415,495(2006).戦 後 の 平

和 構 築 の 実 効 性 を高 め る た め に は戦 争 開始 時 に お け る 多 国 間 主 義 に基 づ い た 正

当 性 の 確 保 が 依 然 と して 極 め て 重 要 で あ る。 また,「 正 義 の武 力 行 使 」 にお いて

は武 力 紛 争 法 ・国 際 人 道 法 が軽 視 さ れ る恐 れ が あ る が,た とえ そ れ が ユ ス ・ア

ド ・ベ ル ム を満 た した 「正 当 な武 力 行 使 」 で あ った と して も,そ の こ とを も っ

て,ユ ス ・イ ン ・ベ ロ上 の義 務 か ら逃 れ る こ とは で き な い。 最 上 敏 樹 『国 際 立

憲 主 義 の 時 代 」(岩 波 書 店,2007年)51-52頁 。

⑳NicoKrisch,InternationalLawZhTimesofHegemony:UnequalPower

andtheShapingoftheInternationalLegalOrder,16FiUR,.」.INT'LL.

369,386-87(2005).さ ら に,文 明 諸 国 の 内 的 関 係 にお い て は 経 済 ・軍 事 的 覇

権 と特 定 の 価 値 ・文 化 促 進 と い う構 造 に基 づ く 「イ ン フ ォー マ ル な 帝 国 シ ステ

ム」 が 形 成 され る。 山本 『前 掲 書 』(註(5))145-201頁 。 そ うで あ る とす れ ば,

「帝 国 に よ る 国 際 社 会 の 組織 化 と い う 問題 は,極 め て 現 代 的 な 検 討 課 題 とな っ

て,わ れ わ れ の 前 に現 れ て く る」 こ と に な ろ う。 篠 田英 朗 『国 際 社 会 の秩 序

(シ リー ズ 国 際 関 係 論1)」(東 京 大 学 出版 会,2007年)105頁 。

⑱ 旧ユ ー ゴ ス ラ ビア諸 国 の 国家 承 認 の可 否 が1991年 に 欧州 共 同 体 によ り承 認 の

条 件 と して 示 され た 指 針 に従 って 判 断 され た 例 が 想 起 され る。

47



近畿大学法学 第56巻 第2号

こうして現代の 「野蛮国」や 「未開国」は,文 明的世界による囲い込み

による 「文明化」と 「正常化」の対象となる。15世 紀に開始された一一連の

植民地化の過程が西洋文明の優位に基づ く 「非文明国」の国際社会への

「強制的編入」であったの とは異な り,現 代の 「野蛮国」は善悪二分論 に

基づ く 「反文明国」として国際社会からの 「強制的追放」(権利剥奪)の

対象とされるのである㈹。

高度の共通利益の認識に基づ く集団化された一一方的行為は,参 加不参加

は各国にまかされる有志連合であるがゆえに,な お一層 高い機動性が実現

される。だが,場 合によってそれは強者による一一方的な性質決定に基づ く

弱者の囲い込みにもな りうる。従って何が共通利益とされ,い かなる制度

上の枠組みに基づいて当該行為を行っているのかという,実 質的及び形

式 ・手続的な正当性確保の状況に対する視点が不可欠であろう。

(2)大 国/強 国と国際法

NicoKrischは,大 国と国際法の関わ りを考察 した論考のなかで,国 際

法は権力の道具であると同時に権力行使の障害物でもあり,国 際法が持つ

こうした二面性が大国にとってのジレンマを構成すると述べている6①。一一

方において,国 際法は歴史的な所産であり,そ れゆえに正当性の源泉とな

る。遵守へのインセンティブもそこか ら生 じる。またそれゆえに大国は自

らが望む秩序を実現するため,国 際法を道具主義的に用いようとする61)。

(49)イ ラ ク戦 争 の 際 に拘 束 さ れ た イ ラ ク兵 士 の処 遇 や,グ ァ ンタ ナ モ 基 地 内 にお

け る"敵 性戦 闘 員"に 対 す る人 権 抑 圧 行 為 もこ う した考 え方 の 反 映 とみ る こ と

が で き るか も知 れ な い。 な お後 者 に 関 して,米 連 邦 最 高 裁 は2008年6月12日,

人 身 保 護 令 状 を請 求 して 司法 の場 で争 う権 利 を グ ァ ンタ ナ モ 基地 に 収 容 され て

い る敵 性 戦 闘 員 に認 め な い こ と が合 衆 国憲 法 違 反 で あ る とす る判 決 を 下 した 。

Boumedienev.Bush,S.Ct.76U.S.L.W.4391(2008).

(50)NicoKrisch,supranote47,at378-79.

(51)Id.at377.
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しかし他方において,「 国際法は過去に焦点を当てることによって前の世

代が現在の世代を支配することを認める。このことは,強 力な行為者が自

らの理想に従って国際法秩序を再構築することを困難 にする」。なぜなら

「国 際 法 の 変 容 は広 範 な合 意 を必 要 とす るた め,通 常 緩 慢 か つ集 積 的(in-

cremental)だ か らで あ る」勧。

とりわけ多数国間条約は主権平等原則に基づいて形成されるため,小 国

がその形成過程において連帯す る余地を与える(53)。当然,そ の結果成立 し

た多数国間条約は大国を含めすべての当事国に対 して平等に適用されるこ

とになり,大 国が国際法を道具主義的に用いる余地は少な くなるといえる。

多数国間条約が大国による権力行使の足枷 となる場合は多いと考えられ

る融。

(52)Id.

(53)第3次 国 連 海 洋 法 会 議 に お け る途 上 国 ・内 陸 国等 の連 帯 を そ の 一 つ の 例 と し

て 挙 げ る こ とが で き る。

働 国 際 法 が 手 段 と して 機 能 しな い場 合,NicoKrischに よ れ ば大 国 は 「離 脱 」,

「再 構 築 」,「国 内法 の域 外 適 用 」 と い った 方 法 を 用 いて そ れ に対 抗 し よ う とす る

と い う。NicoKrisch,supranote47,at371.そ の場 合,PSIを 関 連 国 際 法

規 の 「再 構藻 」 に 向 け た動 き と して 捉 え る こ と もで き よ う。 「離 脱 」 に つ い て

は,例 え ば米 国 は京 都 議 定 書 か らの 離 脱 を 宣 言 し,ICC規 程 の 自国 に対 す る適

用 を排 除 す る二 国 間条 約 を 多 数 締 結 して い る。 「国 内法 の 域 外 適 用 」 に つ い て

も 国 際 経 済 の 分 野 を 中 心 に 多 く の 実 例 が 存 在 す る。 例 え ばGATT及 び

WTOの 紛 争 解 決 機 関 に お い て米 国 に よ る一 方 的 な貿 易 制 限措 置 がGATT20

条 の定 め る例 外 に該 当 す る か 否 か が 争 わ れ た 「キ ハ ダ マ グ ロ輸 入 規 制 事 件 」

(1991年,1994年),「 エ ビ 輸 入 規 制 事 件」(1998年)が 有 名 で あ る。General

AgreementonTariffsandTrade:DisputeSettlementPanelReport

onUnitedStatesRestrictionsonImportsofTuna,Aug.16,1991,30

LL.M.1594(1991);May20,1994,33LL.M.839(1994)andWorldTrade

Organization:ReportofthePanelonUnitedStatesImport

ProhibitionofCertainShrimpandShrimpProducts,May15,1998,37

1.L.M.832(1998);WorldTradeOrganization:UnitedStates‐lmport

ProhibitionofCertainShrimpandShrimpProductsOct12,1998,38

1.L.M.118(1999).
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この点,二 国間条約は大国が影響力を行使するための道具としては多数

国間条約よりもずっと扱いやすいものであろう。 しか し,そ れよりも扱い

やすいのはおそ らく条約規定 に基づかない有志連合方式であると思われ

る。つまり,多 国間条約よりも二国間条約,そ れよりもソフ トかつ階層性

のある国際法を大国は好むのである㈲。PSIも こうした観点から眺めるこ

とができるように思われる。

PSIの ような有志連合と二国間条約の網の目の構築により多数国間条約

を迂回する方法は,実 現を目指す政策目的いかんに関わ らず,小 国にとっ

ては手続的正義の問題を生 じさせるように思われる。例えば,PSIは 法的

な制度的枠組が欠如 しているので改正の問題が生 じない(状 況の変化に応

じて柔軟に対処することができる)一 一方,多 数国間条約を作成する際の国

際会議において端的に示されるような小国の連帯(団 結による交渉)が 妨

げられる結果,必 ず しも国際社会全体の共通の価値が実現されるとは限 ら

ない。また,二 国間条約についても,そ の締結 ・改正の場面では,国 家間

の力関係が反映されるため,特 に大国にとっては有利であろう56)。

こうした法形成ない しは秩序形成の態様は,国 際法が伝統的に有する

"強者の法"の 側面をクローズアップさせていくことになる。こうして米国

を中心にソフ トな法形成が推進される結果,国 際法の根本原則とも言うべ

きpactatertiis原則は依然として妥当する傍 ら,イ ンフォーマルな合意が

第三者をインフォーマルに拘束する事態が発生する余地がある。そしてそ

れは,規 範的 ・制度的 レベルにおける,い わゆる"国 際法の細分化"現 象

㈲NicoKrisch,supranote47,at390.「 イ ンフ ォー マ ル で あ る こ と(infor-

mality)は,正 式 の 法 形 成 過 程 にお い て 主 権 平 等 の 拘 束 を 迂 回 す る こ とを 可 能

にす るの で,階 層 性 を 設 定 す る手 段 と して は 遥 か に適 して い る。」Id.at399.

(56)も っ と も,条 約 法 条 約 が定 あ る無 効 原 因 に抵 触 しな い 限 り,得 られ た 合 意 は

法 的 な 効 力 を発 揮 す る の で あ って,こ とさ らこ の 点 を 強調 す る必 要 は な い とす

る厳 格 な 法 実 証 主 義 的 立 場 も考 え られ る。
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を 推 進 して い くこ とに もな る よ うに思 わ れ る。 ま さ に現 在,「 絶 え ず 圧 力

を 受 け る こ と に よ って,国 際 法 は よ りソ フ トに,よ り階 層 的 に,そ して お

そ ら くよ り細 分 化 され つ つ あ る」 と いえ よ う㈱。

(3)安 保理決議による正当性の付与

ところで,こ うしたソフ トでインフォーマルな法形成を推進 していく過

程において,国 際社会を説得するためには何 らかの正当性基盤が必要であ

る(58)。大国の観点からすれば,そ れは抽象的な価値や利益を支える確固た

る基盤であると同時に,条 約が有する様々な硬直性から自由であるような

ものが望ましいだろう。安全保障理事会が採択する拘束的な決議はこの点

か ら言えば理想的な基盤を提供するといえる。

特に冷戦終結後,安 保理は平和及び安全保障に関する事項における法形

成と法執行の中心点として立ち現れてきた。国連憲章第7章 の下での権限

が 「国際の平和と安全の維持」に限 られているにも関わらず,安 保理はそ

れ らの用語を広 く解釈 して,全 ての国家を拘束 し,他 の法的権利義務より

も優越するような規則を定める能力 と意欲を示 しつつ行動 してきた(59)。米

国を含む常任理事国は,他 の典型的な国際法形成及び執行過程よりも容易

(5のNicoKrisch,supranote47,at407.

(58)山 本 教 授 は帝 国 シ ステ ムが 依 拠 す る正 当 性 と して,現 世 利 益 的 な もの(安 全,

経 済 な ど),価 値 規 範(民 主 主 義,自 由,人 権,自 由 経 済 な ど),合 意 手 続(多

角 的 制 度 に よ る合 意)の 三 つ を挙 げて い る。 山本 吉 宣 「前 掲 書 」(註(5))218-19

頁 。

(59)ALANBOYLE&CHRISTINECHINKIN,THEMAKINGOFINTER-

NATIONALLAW(OxfordUniv.Press,2007),at109.そ れ 以 外 に も安

保 理 は補 助 機 関 と して 旧ユ ー ゴ国 際 刑 事 裁 判 所(ICTY),ル ワ ン ダ国 際 刑 事 裁

判 所(ICTR)と い った 司 法 機 関 も決 議 に よ って 設 立 した 。 タ ジ ッチ事 件 で は

この 点 が 争 点 の 一・つ と な った が,同 事 件 の上 訴 裁判 部判 決 は 憲 章 第41条 に 基 づ

く そ う し た 安 保 理 の 権 限 の 存 在 を 認 め て い る。InternationalCriminal

TribunalfortheFormerYugoslavia,AppealsChamber:Prosecutor

v.Tadic,351.L.M.32(1999),atpass.10-48.
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に安保理を支配することができる。それはいわゆる機能的平等によって説

明される特権的地位であるが,そ の要諦は,自 らを拘束することな く他者

を拘 束 す る法 を 作 成 す る権 限 を彼 らに与 え る こ と で あ る(60)。しか も安 保 理

による法形成は,そ の明 らかな平等性の欠如にも関わ らず比較的高い正当

性 を享 受 して き た よ う に思 わ れ る(61)。

2001年9月28日 に憲 章 第7章 の下 で採 択 さ れ た安 保 理 決137362は,テ

ロ活動に従事する団体や個人に対する支援を慎むこと,テ ロ行為の防止の

ために必要な措置をとること,テ ロリス トたちに安全な避難所を提供する

ことを拒否することを含む,国 際的なテロの脅威への対処手段を一般 的に

定 め た。 そ の後,2004年4月28日 に採 択 され た安 保 理 決 議1540㈹ は,憲 章

第7章 の下,WMDの 拡散が国際の平和と安全に対する脅威であること,

そしてそれに対処するための適当かつ実効的な行動をとることを安保理史

上初めて明確に規定 した㈹。同決議は第4項 において決議の履行状況を監

(60)NicoKrisch,supranote47,at398.

㈹ も っ と も,安 保 理 の正 当性 の背 後 に は力 の契 機 が 隠 され て い る こ とを 忘 れ て

はな らな い だ ろ う。 この 点IanClarkは,正 当 性 が権 力 の 淵 源 で あ る と同 時

に,自 らを 維 持 す る た め に権 力 の具 体 的発 現 形 態 た る力 の行 使 に 究 極 的 に は依

存 して い る こ と を 指 摘 し て い る。IANCLARK,LEGITIMACYININTER-

NATIONALSOCIETY(OxfordUniv.Press,2005),at167.彼 に よ れ ば,

安 保 理 に認 あ られ る正 当性 は諸 要 素 の複 雑 な混 合 に依 拠 して い る。 一 方 で 安 全

保 障 問 題 に関 す る国 際 的 な総 意 で あ る とす る安 保 理 の主 張 は,国 連 憲 章 に よ っ

て 定 め られ た諸 手 続 に根 源 を有 す る。 しか し他 方 で は,こ の 手 続 的 正 当 性 はそ

れ 自体,安 保 理,特 に5大 国 の ア ンバ ラ ンス な 構成 と代 表 制 の 欠 如 を 理 由 と し

て 絶 え ず挑 戦 を受 け て き た 。Id.at195.安 保 理 の 実 効 性 は総 意 の 達 成 に依 拠

して い る と も言 え,そ の意 味 で は 「総 意 」 に よ る正 当性 と 「代 表 性 」 に よ る正

当 性 の 獲 得 は二 律 背 反 の 関 係 に あ る とい え る。Id.at195-96.

(62)S.C.Res.1373,U.N.Doc.S/RES/1373(Sep.28,2001).

(63)S.C.Res.1540,U.N.Doc.S/RES/1540(Apr.28,2004).

御 も っ と も,憲 章 第7章 の下 で採 択 さ れ た こ との み を持 って,当 該 決 議 の す べ

て の 規 定 に拘 束 力 が 付 与 さ れ る と は 限 らな い。 決議 内 で採 用 され て い る表 現 に

照 ら しつ つ,項 目別 に判 断 す る態 度 が 求 め られ よ う。 坂 元 「前 掲 論 文 」(註(7))

58頁 。SeealsoMichaelByers,supranote6,at532.
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視するための委員会を設立することを決定 している㈲。従 って安保理決議

1540は,加 盟各国に決議の内容を実現するための国内立法を促すと共に,

監視委員会を設立 し,各 国に同決議の遵守状況を報告させている点で,立

法 ・行政機能を営む側面を有 しているといえる。安保理による積極的な法

形成への意欲が決議1373や1540に は見 られるのである。

先にも触れた拡散阻止原則宣言の前文は,PSIが1992年 の安保理議長声

明(66)に沿 っており,そ の実施過程の一端 を担うものであると述べている。

このように,「PSIは,自 らの法的基盤の構築において,当 初から国連の安

保理を強 く意識 していた」㈲と言える。また,SUA条 約改正議定書の前文

では一一連の総会決議に加えて安保理決議1373と1540が,米 国一 リベ リア,

米国一パナマ間の相互臨検協定の前文では安保理議長声明,決 議1373,拡

散阻止原則宣言等が,そ れぞれ言及されている。よって,こ れらの諸条約

についても安保理が有する権威を通 した一般 化への圧力を一定程度内包 し

ているといえよう。

安全保障理事会の主な利点は,「理事会内に政治的な支持が存在すれば,

いかなる条約交渉や国連総会決議にも置き換えることができない方法で,

迅速,普 遍的かつ直接的に拘束力のある義務を作 り出すことができるこ

と」である㈱。だが安全保障理事会は,そ の妥当基盤を国連憲章 という多

数国間条約に求めることができる点で普遍的な側面を有 していると同時

に,そ の構成国が限定されており,か つその内部に特権的地位を有する諸

㈹ 国 連 加 盟 諸 国 は 同 委 員 会 に履 行 状 況 に 関 す る報 告 書 の 提 出が 求 め られ て い

る。2006年 の 決 議1673及 び2008年 の決 議1810は,報 告 書 を提 出 して い な い 加 盟

国 に対 して 提 出 を催 促 して い る。 な お,同 委 員 会 の 活動 期 間 は2年 間 を 予 定 し

て いた が,決 議1810に よ りさ ら に3年 間 延 長 され て い る。

(66)SecurityCouncil,NotebythePresidentoftheSecurityCouncil,

U.N.Doc.S/23500(Jan.31,1992).

㈲ 坂 元 「前 掲 論 文 」(註(7)),57頁 。

(68)ALANBOYLE&CHRISTINECHINKIN,supranote59,at114.
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国を内包 している点で特殊性 も有す る(69)。こうした安保理に内在する覇権

的要素は,主 権平等原則及び同意原則と困難な調整問題を提起することに

なる。安保理は,合 法的に(ま たそれゆえ一一定の正当性を帯びつつ)立 法

および執行機能を行使する権能を有するものの,実 際上,常 任理事国は安

保理決議に拘束されることがない(そ の可能性を合法的な手続によってあ

らか じめ除外することが出来る)と いう点で完全な正当性の獲得を阻む要

素も抱えている。つまり,完 全な代表性を有する機関ではない安保理は,

「自らの立法権限をあまりにも拡大 させて しまうと,諸 国の広範な共同社

会における正当性と受容可能性を喪失 しかねない」のである⑩。

このように安保理による(準)立 法的活動は,多 国間条約を迂回 して法

の 「適用回避」や 「書き換え」を可能にす る点で㈹,及 びテロリズムの定

(69)決 議1373や1540の 内容 につ い て,そ れ らが一 般 的 な強 制力 を 有 して お り,ま

た そ の 一 方 で 国 際 社 会 か らは相 対 的 に独 立 した機 関 に お い て討 議 され 採 択 され

た 点 で,普 遍 性 と個 別 性 の"ハ イ ブ リ ッ ト"的 な ア プ ロー チ で あ る とす る論 者

も あ る。ChristopherA.Ford,TheNonproliferationBestiary:ATypology

andAnalysisofNonproliferationRegimes,39N.Y.U.J.INT'LL.&POL.

937,981(2007).

⑩ALANBOYLE&CHRISTINECHINKIN,supranote59,at114.ヘ ド リー ・

ブル も大 国 が 国 際 社 会 に お い て管 理 機 能 を果 た す た め に は他 の諸 国 に よ るそ の

特 別 な 役 割 につ いて の承 認 が必 要 で あ る と述 べ る。 ヘ ドリー ・ブル(臼 杵 英 一

訳)「 国際 社会 論 ア ナー キ カル ・ソサ イ エ テ ィ」(岩 波書 店,2006年)274頁 。

⑳ 「適 用 回 避」 の 例 と して は,例 え ば 安 保 理 決 議1497がICC規 程 の 非 締 約 国

(例 え ば 米 国)に よ って 派 遣 され るPKO要 員 のICC管 轄 権 か らの 除 外 を 定 め

た こ とが 挙 げ られ る。 「書 き換 え 」の例 と して は,容 疑 者 引 渡 の 拒 否 が 国 際 の 平

和 と安 全 に対 す る脅 威 で あ る とす る安 保 理 決 議748が,憲 章25条 と103条 の 効 果

に よ って 既 存 の 国 際 法 上 の権 利 義 務 を変 更 した 例 が挙 げ られ る。 後 者 の 問 題 は

当 事 国 の 国 際 法 上 の 権 利 と抵 触 す る安 保 理 決 議 に対 す る司法 審 査 可 能 性 の 問 題

と して ロ ッ カ ビー 事 件 に お い て 顕 在 化 した争 点 で あ っ た。ICJは リ ビア に よ

る仮 保 全 措 置 指 示 の 要 請 を却 下 した が,結 局 こ の 点 に つ い て の 実 体 的 な 判 断 を

下 す こ と は なか っ た。 な お,こ の事 件 を い わ ゆ る 「並 行 的機 能遂 行 の 原 則 」 の

観 点 か ら考 察 した論 稿 と して,杉 原 高 嶺 「同一 の紛 争 主 題 に 対 す る安 全 保 障 理

事 会 と国 際 司法 裁 判 所 の権 限」(杉 原 高 嶺 編)「 紛 争 解 決 の 国 際 法(小 田滋 先 生

古 希 祝 賀)』(三 省 堂,1997年)503-26頁 を 参 照 。
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義が未だ国際法上確立 していない点で⑫,さ らにそれが留保を許 さず一般

的かつ義務的に諸国を拘束する点で閉鎖的かつ覇権的である。こうした安

保理による覇権的な国際法への寄与は,一 一国主義的覇権に比較すればこれ

を必要悪 として捉え られな くもないが⑬,や は り何 らかの形でその活動の

背景に合法性σのと普遍的な正当性㈲を維持することが求められるべきであ

ろ う 。

2.国 際 法 の 細 分 化(fragmentation㈹)論 との 関 係

国 際 法 委 員 会 は2003年(第55会 期)か ら2006年(第58会 期)に か けて 国

⑰ テ ロ リズ ムの 国 際 法 上 の包 括 的 な定 義 は存 在 しな い とい うの が 一 般 的 な 見 解

とな って い るた め,何 が 「非 国家 団体 に よ る武 力 攻 撃 で あ るか 」 とい う点 につ

いて大 国 が 自由に決定 で きる ことにな りかねな い。JoseE.Alvarez,Hegemonic

InternationalLawRevisited,97AM。J.INT'LL。873,881(2003).安 保 理

決 議1368や 決 議1373は テ ロ リズ ム を定 義 して い な い こ とか ら この 点 は 看 過 す る

こ とが で き な い。 もっ と も,2004年 に採 択 さ れ た安 保 理 決議1566の 第3項 はや

や 冗 長 な 表 現 な が らテ ロ リ ズ ム の 定 義 と み な す こ とが で き る よ う に 思 わ れ

る。S.C.Res.1566,UN.Doc.S/RES/1566(Oct.8,2004).こ の 表 現 が

安 保 理 決 議 のみ な らず,総 会 決 議 や条 約 を含 む他 の 国 際 的文 書 の 中 で 反 復 的 に

引 用 され る場 合 には 将 来,有 権 的 な 定 義 と して 確 定 す る可 能 性 も考 え られ る。

(73)こ の 点,IanClarkは,米 国 が い な け れ ば 国連 は 実 質 的 に無 力 化 され,国 連

が な けれ ば米 国 の優 位 性 の行 使 に は よ り多 くの 困難 が伴 うの で あ り,こ う した

相 互 性 の 枠 組 み に お い て現 代 の 国 際 的正 当性 は調 整 さ れ な け れ ば な らな い,と

い う現 実 的 な 見 解 を 示 して い る。IANCLARK,supranote61,at233.

⑳AlanBoyleとChristineChinkinは,安 保 理 に 制約 を課 す 規 範 と して,

憲 章24条,25条 及 び 強 行 規 範 を 挙 げ て い る。ALANBOYLE&CHRISTINE

CiHINKIN,supranote59,at230-31.

㈲Seegenera〃 メJoseE.Alvarez,supranote72.こ の 点 に関 し,最 上 教 授

は 「国 際 的 公 権 力 」(集 権 化)の 創 造 が"善"で あ る とい う 「国 際 機 構 性 善 説 」

に よ り,権 力 統 制 の 側 面 が 見 逃 さ れ て き た 点 を 指摘 して い る。 最 上 『前 掲 書 」

(註 ㈹)162-64頁 。 同教 授 は 「国 際 的公 権 力 」 を 制 御 す る思 想 と して 「国 連 の 民

主 化 」 の有 意 性 を説 いて い る。 『同上 書 」157-91頁(第6章 「国 際 機 構 と民 主 主

義 」)参 照 。

㈹fragmentation(フ ラ グメ ンテ ー シ ョ ン)の 内 実 は 規 範 の 多 様 性,拡 大,細

分 化 な ど多 岐 に渡 る が,本 稿 は便 宜 上 「細 分 化 」 と して お く。 も と よ り,こ の/
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際 法 の細 分 化(fragmentation)か ら生 じる諸 問題 に つ いて 審 議 ㈹ し,42

項 目 に わ た る結 論 を 含 む 報 告 書 を作 成 したCl8)。国 際 法 の細 分 化 現 象 を 肯 定

的 に捉 え る の か 否 か と い う点 につ い て は 判 断 を 控 え る こ と と され た がCl9),

コ ス ケニ エ ミに よ って 最 終 的 に ま と め られ た報 告 書 に お いて は それ が 国 際

法 の 自然 な 発 展 か ら生 じた もの で あ り,か つ,そ こ に お いて は一般 国 際 法

の 作 用 を 通 した シ ス テ ム と して の 国 際 法 の 規 範 体 系 が 持 続 性 と相 乗 作 用 を

発 揮 して い る こ とが 確 認 され て い る(ao)。

この よ う に コ スケ ニ エ ミは国 際 法 の 細 分 化 を 不 可 避 的 か つ 必 要 な 現 象 と

して 肯 定 的 に捉 え て お り,そ う した立 場 は司 法 フ ォ ー ラ ムを 含 む レジ ー ム

の 増 加 と レジ ー ム間 の 抵 触 に関 して 考 察 した彼 の 論 稿 に お いて も示 され て

い る㈹。

コ スケ ニ エ ミは司 法 フ ォ ー ラ ムの 増 加 は法 秩 序 の 欠 陥(誤 り)に 原 因 が

＼ 訳 語 の 採 用 は他 の 可 能 な 意 味 内 容 を 排 除 す る趣 旨で はな い。

⑰ 研 究 グル ー プ の議 長 に は コ ス ケ ニ エ ミが任 命 さ れ,特 別法 と一 般 法 の 関 係,

自己 完 結 的 制 度,条 約 法 条 約 第30条,31条3項(c),41条,強 行 規 範,対 世 的 義

務,憲 章103条 な どに 関 す る規 範 相 互 の 抵 触 解 決 の 問 題 を 中心 に作 業 が進 め ら

れ た 。 山 田 中正 「国 連 国 際 法 委 員 会 第57会 期 の 審 議 概 要 」「国 際 法 外 交 雑 誌 」第

104巻4号(2006年)136-40頁 。

(78)U.N.Int'1LawComm'n,StudyGroup,Report:Fragmentationof

InternationalLaw:DifficultiesArisingfromtheDiversificationand

ExpansionofInternationalLaw,P176,U.N.Doc.A/CN.4/L.682

(Apr.13,2006).日 本 語 の要 約 に つ い て は,山 田 中正 「国 連 国 際法 委 員 会 第

58会 期 の審 議 概 要 」 『国 際法 外 交雑 誌 」 第105巻4号(2007年)177-79を 参 照 の

こ と。

⑲ 山 田 「前 掲 」(註 ⑰)139頁 。

(80)U.N.Int'1LawComm'n,StudyGroup,Report,supranote78,at

paras.481-93.

(81)MarttiKoskenniemi&PaiviLeino,FragmentationofInternational

Law?‐PostmodernAnxieties,15LEIDENJ.INT'LL.553(2002);

MarttiKoskenniemi,TheFateofPublicInternationalLaw:Between

TechniqueandPolitics,70MOD.L.REV.1(2007).
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あるのではな く,政 治的な意図に原因があると主張する。逆にICJが この

種の細分化に憂慮を示す背後には,自 らのコン トロールを失うことを恐れ

る政治的意図があるという。すなわち,「細分化に関する議論を,そ れがあ

たかも抽象的な統一性 のみに関わるものとして扱うと問題の本質を見誤る

ことになる」のであり,「単一の階層秩序による総合的な解決はありえな

い」という働。彼はそのことを暗喩を交えながら次のように表現 している。

「国家性の床が足元か ら抜け落ちたとき,我 々は不可譲の権利の自由

な保持者 としてお互いに相対す る世界的な信頼性(authenticity)の 領

域へ分散 していったわけではなかった。む しろ我々は,自 由を自己利益

の実現として読み取ることによって管理及び支配されるような機能的に

専門化され,相 互に遮断された複数の箱の中へと落ちていった。」㈱

ICJ,人 権 保 護 制 度,貿 易 レジ ー ム,地 域 的 制 度 はそ れ ぞ れ よ い方 向 で 活

用 さ れ る こ とが 可 能 で あ り(841,また,細 分 化 の 問 題 は抽 象 的 な一 体 性 確 保

の 問 題 で は な く,議 論 や 証 明 に関 す る問題 で あ る と さ れ て い る㈲。 国 際 法

(82)Id.(MarttiKoskenniemi&PaiviLeino)at578.

(83)MarttiKoskenniemi,supranote81,at15.

鱒ElliLoukaも 次 の よ う に述 べ て細 分 化 現 象 につ いて 肯 定 的 な見 解 を 示 して

い る。 「重 複 性 を 伴 う多 元 化(decentralization)は,し か しな が ら,最 低 限 の

公 序 を 維 持 す る た め に は重 要 で あ った。 な ぜ な ら,単 一・の組 織 で は 解 決 で きな

い問 題 を,不 満 を抱 く当事 者 た ち が満 足 す る ま で他 の組 織 に 移 して い く こ とが

で き るか らで あ る。 多 元 化 と重 複 性 は 国 際 シス テ ム に お け る平 和 の 維 持 にお い

て 重 要 な 役 割 を 演 じて きた 。」ELLILOUKA,INTERNATIONALENVIRON.

MENTALLAW:FAIRNESS,EFFECTIVENESS,ANDWORLDORDER

(CambridgeUniv.Press,2006),at64.

⑳ コ ス ケ ニ エ ミは,旧 ユ ー ゴ 国 際 刑 事 裁 判 所(ICTY)が 組 織 化 さ れ た軍 事 団

体 の場 合 は 「全 体 的 な コ ン トロ ー ル(overallcontrol)」 が 証 明 さ れ れ ば 国 家

責 任 が 発 生 す る た め に は 十 分 で あ る と判 示 した こ と に よ って,以 前ICJが ニ

カ ラ グ ア事 件 で 示 して い た,組 織 化 さ れ て い な い諸 個 人 に対 す る 「実 効 的 な コ/
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の細分化をめ ぐる問題群の核心は,新 たなサブ ・システムの増加ではな

く,「既存の制度では体現 されていない利益や見解を代表する新たな諸制

度による一般法の利用」にあるという⑱③。つまり,そ れは技術的な問題で

も何 らかの世界的な論理のやむを得ない副次的効果でもな く,そ れは政治

作用による効果 として生起 しているのである㈱。結局のところ,細 分化は

「既存の一般法(筆 者註:一 般法および国際法の一般原則)の 受けいれ難い

側面及 びそれを適用する諸制度が有する権力に対す る継続的な挑戦の結

果」なのである(as)。

もっとも,レ ジームを根拠付ける原則は相反的であるため多様な解釈に

服 しやす く,ま たそのために隣接する正当化理由によって絶えず境界線が

侵食される(89)。例えばWTOは 自由貿易を推進すると同時に社会福祉,環

境,人 権 といった レジームと不可避的に関わ りを持たざるを得ない。結

局,「 あらゆるレジームは常にその周囲を取 り巻 くあらゆるものとつな

がっている」のであり,従 ってあらゆるレジームは自己の周囲に配慮 した

行動を行 う必要があるということになる(90)。そ して,レ ジームの対立状況

＼ ン トロー ル(effectivecontrol)」 に よ る責 任 発 生 か ら区 別 した こ とを 肯 定 的 に

評 価 し て い る。MarttiKoskenniemi&PaiviLeino,,supranote81,at

562-67.彼 が著 したFromApologytoUtopia(後 掲 註(92)参照)に お い て も示

され て いた よ う に,彼 に と っ て細 分 化 と統 一 性 は叙 述 的 観 点 の 問 題 で あ る。 つ

ま り,あ る角 度 か ら見 る と極 め て混 沌 と して 見 え る もの も,別 の 角 度 か ら見 れ

ば 深 部 で の 統 一 性 を 精 巧 に反 映 し た も の に 見 え る か も しれ な い の で あ る。

MarttiKoskenniemi,supranote81,at25.

(86)MarttiKoskenniemi&PaiviLeino,supranote81,at561.

侶のId.

(88)MarttiKoskenniemi,supranote81,at19.

(89)Id.at26.

(90)Id.at27.ガ ブ チ コ ボ事 件 に お い て 国 際 司 法 裁 判 所 は1977年 条 約 が一・つ の

レ ジー ムを 設 立 した こ と を指 摘 し,紛 争 当事 者 間 に お け る衡 平 な 利 益 衡 量 を 達

成 す る た め に 当 事 者 間 の 再 交 渉 を 命 じ た。Gabcikovo-Nagymaros(Slovk.

v.Hung.),19971.C.J.7(Sep.25),atpara.144.コ スケ ニ エ ミに よれ ば/
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に お いて は,ど の レジ ー ムが わ れ わ れ を 支 配 す るべ きか で はな く,誰 に よ

る その レジ ー ムの 理 解 が 権 威 的 で あ るの か,を 問 う必 要 が あ る と い う(91)。

さて,結 論 と して コ スケ ニ エ ミは細 分 化 現 象 に直 面 した 国 際 法 に いか な

る解 決 策 を提 示 す るの で あ ろ うか。 彼 に よ れ ば,国 際 法 は政 治 的 な プ ロ

ジ ェ ク トと して 見 つ めな お さな けれ ばな らな く,そ こ に は二 つ の 側 面 が あ

る と い う。 ひ とつ は コ ス モ ポ リタニ ズ ム に よ る レジー ム横 断 的 な 専 門 性 及

び技 術 的 能 力 の 発 展 で あ り,も う一一つ は,必 ず しも法 的 ・技 術 的 分 析 に捉

わ れ な い正 義,連 帯,信 念 と い っ た次 元 か らの 国 際 法 独 自の 叙 述 で あ る。

コ スケ ニ エ ミは そ こ に国 際 法 の 命 運 の 一端 が か か って い る と述 べ る(97」。

しか しな が ら,こ う した国 際 法 の 細 分 化 現 象 につ いて 危 惧 を 抱 き,そ れ

に 否 定 的 な 態 度 を 示 す 論 者 も あ る。 例 え ばEyalBenvenistiとGeorge

W.Downsは 国 際 法 の 細 分 化 に つ い て,特 に それ が 大 国 に有 利 で あ る こ と

を 理 由 と して否 定 的 な 見 解 を示 して い る(93)。新 規 則 の 形 成 過 程 に お い て 形

＼ 「この よ う な法 か ら"レ ジ ー ム"へ の移 送 は,『 紛争 』 が 『管理 上 の 問 題 』 と し

て 現 れ,常 に技 術 的 又 は経 済 的 に適 切 な対 応 とな るよ うな思 考 様 式 が 優 位 とな

り つ つ あ る こ と を 示 して い る」 と い う。MarttiKoskenniemi,supranote

81,at14.

(91)Id.at28.

(92)Id.at29-30.以 上 の よ う な コ ス ケ ニ エ ミの 議 論 は,彼 がTheGentle

CivilizesofNationsで 示 した,法 的思 考 の 文 化(cultureofformalism)を

通 した 明 晰 化 に よ り,さ ま ざ ま な 個 別 性 ・特 殊 性 に あ る種 の 共 通 基 盤 が生 ま

れ,そ れ が 可 能 態(horizonofpossibility)と して の 普 遍 性 を生 み 出 す とい

う考 え方 に通 じる ものが あ る よ う に思 わ れ る。MARTTIKOSKENNIEMI,THE

GENTLECIVILIZEROFNATIONS(CambridgeUniv.Press,2005).さ

ら に,個 別 の規 範 や レジ ー ム を一 方 の側 と し,一 般 法 お よ び 国 際 法 の 一 般 原 則

を 他 方 の 側 と した うえ で,両 者 の 間 に継 続 的 か つ発 展 的 な相 互 作 用 を 見 出 す 視

点 は,FromApologytoUtopiaに お い て彼 が示 したapologyかutopiaか と

い う二 者 択 一 を 放 棄 し,(国 際)社 会 生 活 が 両 者 を 必 然 的 に内 在 させ て い る こ と

を 指 摘 した 上 で,両 者 間 の永 遠 の往 復 運 動 をcompetanceとgrammerと い

う概 念 で 包 み 込 む 理 論 と 関 連 性 が 認 め ら れ る。MARTTIKOSKENNIEMI,

FROMAPOLOGYTOUTOPIA(CambridgeUniv.Press,2005).

㈱EyalBenvenisti&GeorgeW.Downs,TheEmpire'SNewClo読65ノ
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式的な平等性を確保すべ しとの要求は,小 国(弱 者)た ちに政治的な調整

や集団的な行動の機会を提供す るので,大 国にとっては都合が悪い⑲の。そ

こで大国(強 者)は 二国間条約の積極的な利用や,状 況に応 じたレジーム

の取捨選択を意識的に行うようになるが,そ のことは小国たちが自分たち

に有利な形で問題を解決する機会を失 うことにつながるという㈹。彼らに

よれば大国は,多 くの専門的 ・機能的な小規模の合意(典 型的には二国間

条約)の 形成,変 更や修正が困難な条約体制の構築,条 約機関への過度の

権限委譲拒否,レ ジームか らの脱退又は他の レジームへの移動の示唆,と

いう4つ の方法によって細分化を推進する(96)。コスケニエ ミは国際法の階

層性構築や細分化を国際秩序の発展過程における副産物としてむ しろ肯定

的に捉えるが,彼 らによればも階層化も細分化も大国の戦略的な利害を反

映 したものである点では同じ問題性を抱えているのである。

このように彼 らは細分化について肯定的なコスケニエ ミの立場に疑義を

呈 している。彼 らは,細 分化現象が,変 化する国際環境に国際法が適応す

る過程における現象であり,国 際法の発展と重要性を意味するものとみな

すポス トモダニス トやコンス トラクティビス トたちの前提を拒絶する。さ

らに,彼 らは細分化現象によって実現される多元性が,よ り民主的な国際

法秩序の登場を意味するという議論 も拒絶する⑲の。すなわち,国 際法の理

論家の中には細分化現象を広範な社会変革過程における無害な副産物であ

るとして,あ るいは冷戦時代よりも国際社会の多様な利害関係をよりよく

反映する新たな多元的法秩序を示すものとして捉えるものがあるが,彼 ら

＼PoliticalEconomyandtheFragmentation6ゾInternationalLaw,60STAN.

L.REV.595(2007).

(9のId.at606.

(95>Id.at608.

(96>1と 乙at610.

(97)Id.at602-3.
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によれば 「細分化の機能的な専門化及び原子論的な構成は,少 な くとも部

分的には,自 分たちだけが変更することのできるシステムを生み出すこと

によって自らの支配と裁量権を守るための大国の側における計算された努

力 の産 物 」 な の で あ る(98)。こ う して彼 らは,細 分 化 に よ る影 響 が,規 範 的

な一一体性と平等性の確保を目指すシステムである国際法に対する信頼を時

の経過 と共に侵食 していく可能性を指摘 し(99),大国か ら小国の利益を守る

た め の対 抗 概 念 と して 立 憲 主 義(constitutionalism)を 提 起 す る⑩。 この

点,立 憲主義につき最上教授はコスケニエ ミを引きながら,立 憲主義とは

「国際社会にとっての 『普遍性』を客観的なものにすることを意味する。強

者の原理や価値や判断基準が,そ の妥当性について諮られる機会を与えら

れなかった他者に押 しつけられ,そ れ らの原理等が 「普遍的なるもの』に

され て しま わ な い よ う にす る こ とで あ る」 と述 べ る㈹。 こ こに覇 権 的 国 際

(98)Id.at625.

(99)Id.at628.

㈹Id.at630-31.彼 ら に よれ ば,国 際 公 務 員 や 裁 判 官 が 弱 小 国 と連 携 す る こ と

で 細 分 化 に よ る弊 害 が 減 少 す る可 能 性 が あ り(ld.at624-25),そ の 延 長 線 上 に

相 対 的 弱 者 の利 害 を考 慮 した 国 際共 同社 会 の価 値 や 目的 を特 定 す る こ と に よ っ

て 強 者 の 裁 量 を 侵 食 す る地 平 が 開 か れ る。Id.at630-31.こ の 点,Anne-

MarieSlaughterとWilliamBurke-Whiteは 武 力 不 行 使 原 則 の 揺 らぎ に

関 連 して,対 テ ロ戦 争 の 時代 に は武 力 不 行 使 原 則 に加 え て,"文 民 の不 可 侵 性

(civilianinviolability)"原 則 が,立 憲 化 の 一 要 素 と し て 国 際 社 会 に お け る

根 本 規 範 に な る べ き と 主 張 し て い る。Anne-MarieSlaughter&William

Burke-White,AnInternationalConstitutionalMoment,43HARV.INT'L

L.1(2002).彼 らは テ ロの 定 義 は 困難 で あ るが,文 民 の 不 可 侵 性 は い か な る

場 合 に お い て も妥 当 す る原 則 で あ る こ と を強 調 す る。Id.at12.確 か に 文 民

の 不 可 侵 性 原 則 を 国 際 社 会 の 基 底 的 価 値 と して 位 置 づ けた 場 合,WMDの 使 用

は原 理 的 に許 容 され な くな るだ ろ う。Id.at18-19.相 互 確 証 破 壊 に基 づ く抑

止 政 策 を超 越 す る よ う な,一 切 の使 用 を禁 ず る レ ジー ム が登 場 す るか も しれ な

い。Id.at19.国 際 社 会 の 究 極 的 な 構 成 要 素 た る個 人 へ 眼差 しを 向 け る こ と

に よ る国 際 社 会 及 び国 際法 の立 憲 化 と い う議 論 は興 味 深 い。 だ が,文 民 を 具 体

的 に どの よ う に定 義 す るか は決 して容 易 な作 業 で は な く,や は りそ の 意 味 で は

テ ロ リズ ムの 定 義 の 問 題 と同 様 の 側 面 を 抱 え て い る よ う に思 わ れ る。
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法及び国際法の細分化/階 層化を顕在化させつつある現在の国際社会にお

ける秩序維持が,普 遍性と特殊性の相互作用としての動態を通 して実現さ

れる実証的可能性の一端 を垣間見ることができるように思われる。

3.単 独行動主義と多国間主義の相互作用

同時多発テロを契機として発動された対テロ戦争においてはテロリス ト

か らのWMDの 遮断が大きな政策目標 とされた。 しかし既存の不拡散 レ

ジームでは,移 送過程における取締を行 うことができない。そこでPSIと

いう有志連合方式で法の不備を徐々に埋めていくことが目指された。そこ

では様 々なレベルにおける単独行動と多国間主義の融合 と対立,相 乗効

果,相 互作用が認められるように思われる。

PSIを 推進するうえで中心的な役割を担 っている米国には,「 自らを最

強国家とみな し自由と民主主義の普及を神か ら与え られた使命と考えるイ

デオロギー」に立脚 した 「覇権主義的国際秩序構想」を維持 しつつ,「多

国間主義と単独行動主義を同時にあるいはつぎはぎして使 う外交上の伝

統」が存在する㈹。山本教授も米国を中心 としたイ ンフォーマルな帝国に

(lo>〉最上 『前掲書』(註 ㈲)8頁 。

⑰ 大泉敬子 「単極構造時代 における国連安全保 障制 度の問題 と課題 ア メ リ

カの単独行動主義 と国連多国間強調主義 との相剋」「国際安全保障』第31巻1-

2合 併号(2003年)117-18頁 。 この点,新 たな安全保 障上 の脅威 に直面 してい

る安保理常任理事国 間において調和 的な行動 が達成 される可能性 が指摘 されて

いる。少な くとも常任理事 国が一・国による単独行動 ではな く,安 保理を中心 と

した行 動 をとる環境 は冷 戦時代 と比較 すれ ば大 幅 に整 ってい る といえ るだ ろ

う。Seegenerally,AllenS.Weiner,supranote46.言 うまで もな く,安 保

理 によって授権 され た集 団的な安全保 障措置 は一方 的な措置や安 保理決議の授

権を欠 いた多国間制度 による措置 よ りも,一 層 高い程度 の正 当性 と国際的な承

認を得 ることになる。 ただ し,イ ラク戦争 時に も見 られたよ うな対立状況が今

後 も発生す る可能性 はある。 この点,そ うした場合 の国連の集団的措置の機能

不全 は理論的な対立か らとい うよ りは,機 構 内外 の実 際的 ・政治 的な平面 にそ

の 原 因 を 有 す る こ と が 指 摘 さ れ て い る。ChristineGray,ACrisisげ/
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おいて,「一方では帝国の圧倒的な力,他 方ではフォーマルな主権国家体系

という規範とそれにもとついて構成される国際制度(ル ール)の 二つの間

で均衡がとれている,と いう複合的なシステムが形成されている」ことを

指摘する㈹。さらに,「このことは,帝 国の政策として圧倒的な力にもとつ

いた単独主義的な行動をとるか,国 際制度を重視 した政策をとるか,と い

う振幅をつねに引き起こす」という㈹。

この点,PSIの 行動原則を示した拡散阻止原則宣言は,多 国間主義と単

独行動主義両方の要素を含んだ文書であることが指摘されている。すなわ

ち,同 原則宣言は 「一一方で多国間主義を強調することによって各国にとっ

て受入れやすいものとしたいという独仏の考え方と,他 方で単独行動を排

除せず,有 志連合的な色彩を残すことによって,よ り機動的なものにした

いという米国の意向とが,絶 妙なバランスで織 り交ざっている」文書であ

るという㈹。

こうした要素を含み持つPSIは 条約に基づかない協力制度である点で

"ソフ ト"で あり
,直 ちに既存の法を変更させるわけではない。 しか し,

それが発動された背景に鑑みれば既存の法を変革することを指向する集団

的な一方的行為としてこれを捉えることができるように思われる。 さら

にSUA条 約改正議定書,米 国がパナマや リベ リアと締結 している相互臨

検協定も,そ の波及効果を意識 した規定内容か ら言って,や はり当事国以

外に対する影響を視野に入れている その点ではやはり集団的な合意及

び個別的合意のネ ットワークによって法秩序の変革を求めている もの

と解することができるように思われる。

＼Legitimacyノ ∂rtheUNco〃ectiveSecuritySystem2,561NT'LcoMP.L.Q.

157,169-70(2007).

⑬ 山 本 『前 掲 書 』(註(5))193頁 。

ω 「同 上 書 」。

q⑮ 西 田 「前 掲 論 文 」(註q2))39-40頁 。
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それは安保理決議により正当性を付与された,大 国に有利なソフ トな制

度形成であり,そ の背後には新たな決議採択 という"牙"が 隠されている。

ところが,正 当原因を付与する基盤としての安全保障理事会は,先 に見た

ように普遍的な側面を有 していると同時に,内 部に特権的地位を有する諸

国を擁する点で特殊性 も有する。安保理 に内在するこうした覇権的要素

は,完 全な正当性の獲得を阻む要素を内包 している。安保理は冷戦時代に

存在 した二極間の硬直的な勢力均衡状態を脱 した後,現 在は単極構造的な

国際秩序を主導する国家と多国間主義的な国際秩序を求める国家たちとの

せめぎあいという新たな勢力均衡関係の中に投げ込まれつつあるとされ

る㈹。その意味では国際組織内における単独行動主義と多国間主義の相互

作用の存在も指摘することができよう。

また,PSIの ようなインフォーマルな連合体による国際 レベルでの政策

目的の実現は,条 約形成という明確な合意には基づかないとはいえ諸国の

当該連合体への自発的な参加 という一定の合意的要素が存在することか

ら,「合意の希薄化現象」と呼ぶこともできよう。合意の要素を希薄化する

ことにより,制 度形成は容易になるが,そ の制度自体の外延が不明瞭とな

るため,制 度形成の根本理由をさまざまな手法で極大化することにより当

該制度が暴走する,あ るいはそこか らさらなる逸脱行為を招来する危険性

を指摘することもできよう。そうすると,有 志連合としてのPSIは,一 一定

の目的を実現するために既存の法秩序の変革を目指す集団化された一一方的

行為であると同時に,不 明瞭な合意に基づ く 「偽装された多国間主義」と

しても位置づけることができるかもしれない。こうしたソフ トな制度に依

拠 しつつ,米 国は二国間条約という明確な合意のネ ットワークを構築 しつ

つある。そこには21世紀の自称文明諸国が一一方的な執行活動(個 別的な単

独行動)を おこなう契機も含まれているとみなければな らないだろう。既

qoΦ 大 泉 「前 掲 論 文 」(註 ㈹)122頁 。
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存の国際法規範か ら逸脱するような国家実行の集積が新たな慣習国際法の

存在へと導 く可能性もある。

価値二元論的秩序が支配 しつつある国際社会における,以 上のような多

国間主義と単独行動主義の重層的な相互作用は,テ ロに対する戦いという

大義名分のもと,安 保理決議という正当性原因に依拠 しながら,目 的論的

に秩序変革 ・法形成を目指すことになる。国際組織をいわば道具主義的に

用いる態度は多国間主義と単独行動主義両方の要素を含んだ集団化された

一一方的行為の様相を呈 している。このことは,PSIの 根底には単なる拡散

防止ではな く,対 テロ戦争の一環 としての積極的な阻止の要素が隠されて

いると見ることにより,一 層現実的な問題 となるのである㈹。テロリズム

撲滅とWMD拡 散阻止 という"共 通利益"が 主権を侵食 していく可能性は

否定できない。

PSIが 徐 々に実績を積み上げることにより現在の有志連合方式から国際

組織へと転換するかどうかは予断を許さないが,そ こには 「国際法の遵守」

と 「PSIの実効性確保」のバランスの下で確保される正当性が不可欠なこ

とは確かであろう㈹。その理由は次のようなNicoKrischの 言葉に集約さ

れている。

「国際法は常に大国か らの圧力にさらされており,自 らの機能を維持す

るためには彼 らの要求に従う必要がある。だが,国 際法が大国にその特別

の価値を提供することができるのは,彼 らに対 して完全に服従 しないこと

によってのみである。つまり,国 際法が大国の道具に過ぎないとみなされ

㈲ 特 定 の 諸 国 に よ るWMDの 獲 得 を 阻 止 す る こ と が法 的 な義 務 と して 主 張 さ

れ る よ う に な って い る こ と に 鑑 み,そ の義 務 を米 国 が 主 張 す る予 防 的 自衛 の

延長 線 に位置 づ ける論 者 もあ る。AllenS.Weiner,supranote46,at446-4&

(lob川 上 高 司 「拡 散 に対 す る安 全 保 障構 想 と グ ロー バ ル ・ガ バ ナ ンス 」 総 合 研 究

開 発 機 構(NIRA)・ 横 田 洋 三 ・久 保 文 明 ・大 芝 亮 編 『グ ロー バ ル ・ガ バ ナ ンス

「新 た な 脅 威 」 と国 連 ・ア メ リカ』(日 本 経 済 評 論 社,2006年)118-19頁 。
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るようになれば,国 際法は彼 らが追い求めている正当性を提供することが

できな くなる」㈹。

国際法は大国/強 国の要求を反映 した単独行動と国際社会に存在する正

義の理念に基づ く多国間主義の間を絶えず行き来 しており,そ の ことに

よってのみ国際法は安住の地を手 にする(ll①。集団化(国 際化)さ れた一方

的行為がこの永遠の往復運動の中でいかなる地位を占めるのかは,具 体的

事例の検討によるこの概念の類型化と明晰化に侯つことになろう。

V結 びに代えて

先 に引 用 した2001年9月20日 の 演 説 に お いて ブ ッシ ュ大 統 領 は次 の よ う

に も述 べ て い る。

「テ ロ に対 す る我 々 の 戦 い は ア ル カ イ ダ か ら始 ま る。 しか しそ れ に と

ど ま る こ とは な い。 そ の 戦 い は 世 界 中 に広 が るす べ て の テ ロ リス トグ

ル ー プを 見 つ けだ し,阻 止 し,打 ち負 か す まで 終 わ らな い。」(IIU

ここに米国が主導する対テロ戦争が本格的に開始され,国 家安全保障戦

略,対WMD国 家戦略,PSIへ とつながる一一連の流れが形成されたと言え

る。

善悪二元論に基づ く世界観は,懲 罰的 ・一一方的な武力行使の発動要件を

緩和させつつある。だが トランスナショナルなテロリス トのネ ットワーク

(10aNicoKrisch,supranote47,at408.

(110)Id.

(111)AddresstoaJointSessionofCongressandtheAmericanPeople,

supranote44.
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は,居 場所を特定することが困難であり,主 権国家を前提とした従前の抑

止政策は機能 しない。もし,先 制攻撃論をやみ くもに主張 した り,ま して

や実際に発動 したりするということになれば,そ れは武力攻撃発生の危険

性を高めるだけでな く,WMDの 取得への誘惑を高め,WMD拡 散防止と

いうそもそもの目的を損な うことになるだろう(lli。米国が強硬な対テロ戦

争を遂行すれば,な お一層のこと逆説的にWMDを 獲得する誘惑が増大

すると言える。「自衛のためのWMDの 獲得」,「自衛のためのWMD攻

撃」を惹起する可能性が高 くなるのである。こうして 「自由と悪」という

単色の世界観を前提にした先制攻撃論は,テ ロリス トネ ットワークの前で

は巨大なパン ドラの箱となる。対テロ戦争を強力に押 し進めれば押 し進め

るほど 「テログループを見つけだ し,阻 止 し,打 ち負かす」ことが困難に

なるのであり,こ のことは米国の軍事力が圧倒的であるが故に,そ れだけ

一層 説得力をもって語ることができる㈹。

そうすると,テ ロリズムやWMD拡 散問題に対処するための最大の処

方箋は経済格差問題や内戦の解決であるという視点に立脚 し,多 国間の枠

組みをその方向において活用することも重要な選択肢として立ち現れて く

q② ジ ョン ・ア イ ケ ンベ リー は米 国 の帝 国主 義 的 な新 戦 略概 念 に よ って,リ ア リ

ス トと リベ ラル の相 互 作 用 に よ っ て支 え られ て き た戦 後 の 国 際 秩 序 が 動 揺 しつ

つ あ り,そ れ が 長 期 的 に は米 国 の 国益 を損 な う こ とを 指摘 して い る。 彼 は 旧 秩

序 を 再 活 性 化 させ る こ と を提 案 して い る。 ジ ョ ン ・ア イ ケ ンベ リー 「新 帝 国 主

義 とい う ア メ リカの 野 望 」 「論 座(通 号90)」(朝 日新 聞 社,2002年)229-43頁 。

WMDの 不 拡 散 及 び拡 散 阻 止 の た め に は,原 則 と して 多 国 間 条 約,多 国 間 枠 組

み(MTCR,NSG,AG,PSI),安 保 理 決 議,一 方 的 措 置 を 効 果 的 に組 み 合 わ

せ て用 い るべ き と の主 張 も在 す る。ChristopherA.Ford,supranote69,

at984-85.

⑬ メ ア リー ・カル ドー は,テ ロ リス トの ネ ッ トワー クを 制圧 す るた あ の 軍 事 行

動 が さ らな る テ ロ を促 す と い う 「悪 しき ブ ー メ ラ ン効 果 」 に よ って 戦 争 や テ ロ

と い う 「外 部 」 が 「内部 化」 され る危 険 性 を 指 摘 して い る。 メア リー ・カル ドー

『前 掲 書 」(註 ㈹)225頁 。
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る。

この点,例 えば2005年 に採択された新コ トヌー協定(IIIは,安全保障に関

する規定 として新たにテロに対する戦い及 びWMDの 不拡散に関する規

定を設けている。同協定第11条(a)はテロ行為を非難す るとともに,EU及

びACP諸 国が安保理決議1373を 含む国際文書並びに国際法に従 ってテロ

に対する戦いに向けて互いに協力することを約束 している。さらに11条(b)

は,「当事国は,大 量破壊兵器及びその運搬手段の国家又は非国家主体への

拡散が,国 際的な安定及び安全保障にとって重大な脅威の一一つであるとみ

なす」と規定 し,そ の阻止のための協力を約束 している。注目されるのは,

「当事国はこの規定が本協定の本質的要素を構成することに同意する」と

の一文が挿入されている点である。これはロメ協定,ヤ ウンデ協定,第1

次コ トヌー協定が特にACP諸 国における経済開発の側面に重点を置いて

いたの とは対照的である。いずれにせよ,同 協定によりACP諸 国には

WMDに 関す る活動について法的な規制が及ぶ こととなる。同協定はテ

ロの撲滅及びWMDの 不拡散に関する取 り組みのための経済的な援助を

規定 してお り,対 テロ戦争及びWMDの 不拡散 における開発途上諸国の

参加を促 し,か つ実効性を高める試みの一一つとして評価することができよ

う。いわゆる失敗国家あるいは崩壊国家と称 される地域をテロリス トグ

ループが今後も活動の拠点として利用する可能性が高いことか らも,開 発

途上諸国,特 に後開発途上諸国に対する支援体制の構築は対テロ戦争及び

WMDの 拡散阻止に関する活動において重要な地位を占めることになる

と思われる㈹。

ωEU-ACPRevisedCotonouPartnershipAgreement,25June2005,

ACP63/OC2698851/05.

⑯ 以 上 の 記 述 に つ き 詳 し く は 次 の 文 献 を 参 照 の こ と 。StefaanSmis&

SevidzemStephenKingah,TheUtilityofCounter-TerrorismandNon-

Proliferation(ゾWMDClausesUndertheEU-ACPRevisedCotonou/
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本稿において検討 してきたように,PSIの ような枠組みによる秩序形成

の態様は,国 際法が伝統的に有する"強 者の法"の 側面をクローズアップ

させていく側面を内包する。そしてそれが,規 範的 ・制度的 レベルにおけ

る国際法の細分化現象を推進 していく可能性 もある㈹。だが,WMD拡 散

が国際社会にもたらす脅威が一般 的に共有されていることも事実である。

＼Agr6翻8砿571NT'LCoMP.L.Q。149(2008).こ う したEu独 自の 取 り組

み が 存 在 す る一 方 で,WMDの 拡 散 問 題 に つ い て イ ラ ク 戦 争 を き っか け

にEUも 米 国 型 の 政 策 へ と 接 近 しつ つ あ る と の 指 摘 も存 在 す る。SeeTom

Sauer,The"Americanization"ofEUNuclearNon-proliferationPolicy,20

DEF.&SEC.ANALYSIS113(2004).な お,米 国 が2006年 に発 表 した 第2

次 国 家 安 全 保 障 戦 略(NSS)は,依 然 と して 先 制 的 自衛 の 可 能 性 を 強 調 して い

る もの の,2002年 のNSSよ り も民 主 主 義 の 伸 張 や 外 交 努 力 に よ り大 きな 力 点

が 置 か れ る よ う に な っ て い る 点 が 注 目 さ れ る。TheNationalSecurity

StrategyoftheUnitedStatesofAmerica,Mar.2006,available

at〈http://www.whitehouse.gov/nsc/nss/2006/index.html>.Seealso

ChristianM.Henderson,The2006NationalSecurityStrategyofthe

UnitedStates:ThePre-EmptiveUseofForceandthePersistentAdvocate,

15TULSAJ.COMP&INT'LL.1(2007).

(116も っ と も,仮 に細 分 化 が進 展 した と して も国家 中心 的 な 国 際 法 の 基 本 構 造 は

容 易 に は揺 るが な い よ う に思 わ れ る。 植 木 教 授 は 国 際 テ ロ リズ ム が 国 際 法 理 論

に与 え る影 響 を 考 察 す る論 稿 の結 論 部 分 で次 の よ うに述 べ て この 点 を 確 認 して

い る。 「そ の後 の 国 家 実 行 の 展 開 と国 際法 理 論 の 発 展 を み る限 り,国 際 テ ロ リ

ズ ムの 問 題 は 当初 予 期 又 は懸 念 さ れ た ほ ど の大 き な変 容 を 国 際 法 体 系 全 体 に及

ぼ して は い な い よ う に思 わ れ る。 国 際法 の規 範 体 系 は,自 衛 権 に 関 して も,国

際 責 任 法 や 武 力 紛 争 法,国 際刑 事 法 に 関 して も,そ の 『国家 間 性 」 とい う基 本

構 造 を 維 持 しつ つ,国 際 テ ロ リズ ム へ の 的確 な法 的 対応 とい う国 際 社 会 の 新 た

な 現 代 的 要 請 に応 え る だ け の柔 軟 性 と強 靭 性 を兼 ね備 え て い る こ とが 実 証 され

つ つ あ る とい う こ と が で き よ う。」 植 木 俊 哉 「国 際 テ ロ リズ ム と国 際法 理 論 」

『国 際 法 外 交 雑 誌 』 第105巻4号(2007年)20頁 。 こ の点,ブ ル も世 界秩 序 の 維

持 に お け る 主 権 国 家 シ ス テ ム の 意 義 を 強 調 し て い る こ とが 想 起 さ れ る。 ヘ

ド リ ー ・ブ ル 『前 掲 書』(註(69))(第3章,6章,11章)参 照 。Butsee,θ.&,

Koskenniemi,supranote81,at28-29;NicoKrisch,Moreequalthan

therest?Hierarchy,equalityandUSpredominanceininternationallaw,in

UNITEDSTATESHEGEMONYANDTHEFOUNDATIONSOFINTERNA-

TIONALLAW135-75(MichaelByers&GeorgNolteeds.,Cambridge

Univ.Press,2003).
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PSIに よる国家実行が国際法の義務規範の枠内にとどまる限 り,こ れを肯

定的に捉える視点 も必要であろう。それと同時に,PSI及 びそれが採択さ

れた背景が抱える秩序変革指向性も明確に認識 しておく必要があると思わ

れる。

共通利益の認識に基づ く集団化された一一方的行為は,場 合によって強者

による一一方的な性質決定に基づ く弱者の囲い込みとなる。何が共通利益と

され,い かなる制度上の枠組みに基づいて当該行為を行っているのか,実

質的及び形式 ・手続的な正当性確保の状況に絶えず目を向けておく理由が

ここに存する。
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【資 料 】(PSI関 連 年 表[1985～2006年])

事 件 米国の政策と対応 国際社会の動き

1985年
ア キ エ ・ラ ウ ロ号

事 件
SUA条 約

1992年 安保理議長声明

1996年 核兵器勧告的意見

1998年
米国大使館爆破事
件

スーダ ン空爆

アフガニスタ ン空爆

2000年 コール号事件

2001年 同時多発 テロ
ブ ッシ ュ大統領演説

アフガニスタ ン侵攻
安保 理決議1373

2002年
ソサ ン号事件

(12月)

国家安全保 障戦 略

(9月)

対WMD国 家戦略

(12月)

HagueCodeofConduct

againstBallisticMissilPro-

liferation(HCOC)(11月)

2003年
PSI発 表(5月)

イラク戦争

拡 散 阻 止 原 則 宣 言(State-

mentofInterdictionPrinci-

ples)(9月)

2004年
相互 臨検条約締結

(リベ リア,パ ナマ)
安 保理 決議1540

2005年
核 テ ロリズム防止条約(4月)

SUA条 約改正議定書

2006年
第二次国家安全保障
戦略(3月)

「国連反 テ ロリズム・グローバ

ル戦 略」総会決議採択(9月)
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